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１．はじめに

　鉄道に限らず，システムを構成する上で，材料は様々
な用途・目的で使用される。大別して，材料にはシステ
ムの構造を維持するために，材料強度や耐久性等を重要
視した構造材料や，特徴的な機能発現による新たな特性
を付与するために，電気的，磁気的，光学的，力学的等
の特性強化を重要視した機能材料がある。構造材料と機
能材料に求められる特性は，一般的にトレードオフで両
立は難しい場合が多いため，例えば，構造材料に新たな
機能性を付与する場合，必要な部位に別の処理を施すこ
とで，目的とする機能性付与が可能か検討することになる。
　鉄道に目を向けてみると，鉄鋼，アルミや銅といった
金属系材料，コンクリートやセラミックスといった無機
系材料，ゴム，塗料や潤滑油といった有機系材料，炭素
系等の複合材料が構造的，機能的な要求・目的に応じて
使い分けられている。これらの材料は，150年に及ぶ長
い鉄道の歴史の中で，耐久性不足の解消や，新たな機能
付加要求等に，繰り返して挑戦してきたことで，発展し
てきたと言っても過言ではない。しかし，昨今の鉄道を
取り巻く環境は，人口減少による労働力不足，コロナ禍
による労働環境の変容，デジタル技術革新等で，これま
でと比して大きく変化してきている。また，2015年 12
月に COP21で採択されたパリ協定に端を発し，持続可
能な開発目標（SDGs: Sustainable Development Goals）
の一つである気候変動対策に対して，カーボンニュート
ラルの実現が謳われている。このような周辺環境の変化
に対して，長年培ってきた知識・経験では対応しきれな
い場合があると予想され，新たに挑戦する気持ちで，柔

軟に適応していくことが，今後の材料技術に求められる
と考えられる。
　本稿では，最近の材料技術分野での取り組みの中で，
主に新材料の研究開発，構造材料の劣化機構の解明や劣
化状態の評価手法，機能材料を活用した損傷劣化に対す
る対策手法について，今後の展望とともに紹介する。

２．最近の材料の研究開発

　鉄道総研での材料に関わる研究開発の対象は，車両，
軌道，電力，信号通信，土木構造物等多岐にわたる。ま
た，鉄道における材料は供用期間にもともと有していた
特性が劣化，変化していくことが多いため，その時点で
の材料の状態を定量的に評価する手法，その評価手法を
もとにした劣化メカニズム解明や，新材料による対策手
法等が検討され，鉄道の現場へフィードバックしていく
ことを目標としている。ここでは，そのうちのいくつか
を紹介する。

2. 1　寒冷地対応の新幹線車軸軸受油の開発１）

　軸受とは，回転する輪軸を両側で支える部材であり，
軸受内部は油等で潤滑されている。新幹線の路線網が寒
冷地に拡大することで，現行油の低温での流動性の低下
が懸念された。この課題を解決するために，当初，合成
油を用いて，低温流動性の改善を図った。しかし，経年
により赤く変色することが，現場作業員による油の健全
状態の判断を難しくし，メンテナンス上の課題となって
いた（比較油）。そこで，図 1に示すように，高度精製
鉱油をベースにして，添加剤を調整することで，経年に
よる赤色化を抑え，メンテナンス上の課題を回避しつつ，
低温流動性も確保できる機能を付与した新幹線車軸軸受
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油を開発した。
　開発油の低温流動性を図 2に示す。図の縦軸に示す流
動点が低いほど，低温での流動性が高いことを示す。現
行の軸受油と比較して，開発したものは－40℃以下で
も流動性を有することがわかった。また，実物の車軸軸
受を使用した室内試験を行った結果，80万 km相当の
耐久試験後においても，開発油に特に異常は認められず。
良好な耐久性を有することがわかった。
　歯車装置に使用されるギヤ油についても，寒冷地対応
を進め，低温流動性を高め，起動加速度を向上させたも
のを開発しており，これらの成果が寒冷地での新幹線の
安定走行に資すると考えられる。

2. 2　ジオポリマーを活用した補修材の開発
　ジオポリマーは，セメントと比較して，その製造時に
産業副産物を大量に活用できるだけでなく，CO2発生量
も低減できることから，環境負荷低減の有力な手段の一
つとして期待されている構造材料である。また，セメン
トの劣化要因であるアルカリシリカ反応，酸腐食等に対
する耐性が高い特徴を有する。図 3に示すように，この
特徴を生かして，ジオポリマーを利用した PCまくらぎ
や短まくらぎをこれまでに開発してきた２）。
　近年，この高い耐性を利用して，左官作業用ジオポリ
マーモルタルを開発している３）。これは，通常のセメン

トモルタルでは，腐食環境下で補修が容易でない箇所へ
の適用が期待される。

2. 3　�新幹線パンタグラフ停止位置近傍でのトロリ線摩
耗率増加機構の解明４）

　新幹線では，電車線設備を構成する構造材料としての
トロリ線の摩耗率が高速走行区間に比べて，駅構内等の
低速走行区間で高くなることがある。これがトロリ線の
張替頻度の増加を招き，メンテナンスコスト削減の妨げ
となっている。この摩耗率増加の原因を探るため，ある
駅構内のトロリ線の摩耗分布と，その区間を走行する車
両の走行速度を調べた結果，図 4に示すように車両が停
止位置に近づき，走行速度が減少するにつれてトロリ線
摩耗率が急激に増加することがわかった。そこで，図 5
に示すように，室内試験で摩擦係数の速度依存性を調べ
たところ，低速になるとともに，摩擦係数が急激に増加
することが判明した。図 6に示すように，この摩擦係数
の増加は，剥離状の摩耗（デラミネーション摩耗）を促
進していることが使用後のトロリ線の断面金属組織観察
から明らかとなった。
　剥離状の摩耗を抑制するため，摩擦係数を低減できる
ような潤滑方法として，グリース潤滑を試験し，摩耗率
が大きく減少することを確認し，今後，実設備での検証
を検討していく予定である。
　摩耗に限らず，疲労や劣化といった材料を使用してい
く上で考慮しなければならない初期特性からの時間変化
については，その機構の詳細な理解が効果的な対策につ
ながると考えられる。

図１　赤色化を抑えた開発油

図２　現行油と開発油の流動点比較

図３　ジオポリマーを利用したまくらぎ

図４　トロリ線摩耗率の速度依存性
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2. 4　散水試験によるコンクリートの表層品質評価 
　鉄道での主要な構造材料の一つで高架橋等で使用され
る鉄筋コンクリートでは，引張力を負担する鉄筋を腐食
させない必要がある。この鉄筋を保護する部分のコンク
リートについては，所定の強度を有することに加えて，
鉄筋の主な劣化因子となる水分が浸透しないように，一
定の厚みと高い水分浸透抵抗性が要求される。しかし，
この部分のコンクリートについては，外観上の不具合が
見られなくても，施工の仕方に依存して，仕上がり状態
が変化する。この仕上がり状態を「表層品質」と称して，
表層品質に影響する水分浸透抵抗性を現地で簡易評価す
る散水試験法を開発してきた５）。
　散水試験とは，乾燥したコンクリートの表面に少量の
水を散布して，表層の吸水状態を目視で評価する方法で
ある。図 7に示すように，開発した散水試験法（以下，
WIST）では，手動のスプレー器具を用いて，同一箇所
で一定の間隔で少量の水の散布を繰り返し行う。図 7（a）
に示すような形状で，水をスプレー散布し，図 7（b）に
示すように，散布後の水の流下を目視で確認した時点で
測定を終了する。表層品質が高く，吸水しにくい緻密な
コンクリートほど少ない散布回数で水が流下する。しか
し，WISTは鉛直部材の柱や壁の側面に特化した手法で
あったため，昨今の床面等の水平箇所での測定ニーズの
高まりから，当該箇所で適用可能な方法を開発している６）。

2. 5　X線回折を用いたレール削正量の検討
　構造材料としてのレール上を車輪が繰り返し転がり接
触することで，レール上の車輪との接触箇所（転走面）

で，転がり疲労が発生する。この転がり疲労が蓄積する
と，シェリング等のレール損傷に至る場合がある。この
レール損傷を抑制する手段の一つとして，事業者では削
正車によるレール削正を実施し，転がり疲労を受けた表
面層を除去している。しかし，このレール削正には一定
の基準があるものの，効率的なレール削正を実施してい
くには，転がり疲労を受けたレールの表面層の疲労状態
を把握する必要がある。
　そこで，X線回折（以下，X線フーリエ解析）を用い
て，レールの表面層を分析してきた。X線フーリエ解析
の特徴として，図 8（a）に示すように，転がり疲労を
受けたレールの断面金属組織の表面近傍では，もともと
の金属組織には見られない変化として，金属組織が一定
方向に流れて見える塑性流動や，金属組織の微細化が観
察される。このように変化した箇所に対して，X線を照
射すると，図 8（b）に示すように，未使用レールと比
較して，ブロードな X線の回折ピークが得られる。こ

図５　摩擦係数の速度依存性
図６　実トロリ線断面のひずみ解析結果

図７　散水試験の概要
図８　�転がり疲労を受けたレール断面金属組織と回折

X線の形状に与える変化
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の変化を X線フーリエ解析で定量化することで，転が
り疲労状態を評価することができる。これまで，レール
削正履歴のない経年レール等へ当該解析手法を適用して
きたが，経年がさらに進んだレール等の評価を行い，効
率的なレール削正手法を検討した７）。

2. 6　�車軸軸受のフレッチング摩耗抑制へのダイヤモンド
状炭素（DLC: Diamond Like Carbon）膜の適用

　鉄道車両用に使用されている車軸軸受は，車両の重量
を支え，輪軸の安定的な回転を維持する車両構成部材の
一つである。この構成部材である車軸軸受の部品の一部
にフレッチングが発生する場合がある。フレッチングと
は，2物体の接触部で発生する微小なすべりに起因する
摩耗等の損傷を言う。車軸軸受の場合，フレッチングで
生じた摩耗紛が車軸軸受内部に混入すると，軸受部品の
摩耗や，潤滑油等の劣化を促進させ，メンテナンス上で
の問題となる。
　このフレッチング摩耗の抑制策として，2つの方向性
から検討した。一つは，接触部での接触面圧の緩和であ
る。接触部で発生する不均一な面圧分布や，回転に伴う
面圧の振幅がフレッチング摩耗の発生と相関があること
を見出し，フレッチング摩耗が発生しやすい現行車軸軸
受後ぶたについて，有限要素解析や室内試験を通して，
それを抑制できる形状を開発した。もう一つは，図 9に
示すように，後ぶたの接触部に摩擦係数を低減する機能
性被膜を付与することである。機能性被膜として，材質
的に後ぶたと密着し，摩擦係数を低くできるセグメント
構造化 DLC（ダイヤモンド状炭素膜）を検討し，実物
の車軸軸受を用いた室内試験でフレッチング摩耗を抑制

できることを確認した８）。

３．まとめ

　鉄道には様々な材料が構造材料，機能材料として使用
されている。これまで，材料に関わる研究開発が鉄道の
維持・発展に貢献してきたことは言うまでもないが，引
き続き高い安全性，信頼性，耐久性，高機能性等が材料
の研究開発には求められると考えられる。しかし，近年，
大きく変化している鉄道を取り巻く環境への適応が益々
求められると考えられ，これまで以上に，環境負荷低減
やカーボンニュートラルといった社会的要請を意識する
必要がある。さらに，急速に進歩している AI等のデジ
タル技術が，将来的に材料の研究開発手法を大きく変え
るかもしれない。このような変化に柔軟に対応し，鉄道
の持続的発展を今後も支えていけるように，研究開発を
進めていきたいと考えている。
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１．はじめに

　鉄道建設において広く用いられているセメントは，製
造時に CO2を排出することから，排出量の少ない代替
材料が求められている。また，環境保全の観点から廃棄
物や副産物の利用促進も課題となっている。ここで，日
本コンクリート工学会に設置された「建設分野へのジオ
ポリマー技術の適用に関する研究委員会」において，「セ
メントクリンカーを使用せず，非晶質のケイ酸アルミニ
ウムを主成分とした原料（活性フィラー）とアルカリ金
属のケイ酸塩，炭酸塩，水酸化物水溶液を用いて硬化さ
せたもの」と定義されたジオポリマー（以下，GP）は，
計算方法や配合にもよるがセメントコンクリートに対し
て 80%の CO2削減効果を有すると報告されている１）。
また，GPは高炉スラグ微粉末（以下，BFS）やフライアッ
シュ（以下，FA）等の産業副産物を多量に使用できる
点で新しい環境負荷低減材料としても注目されている。
　鉄道総研では FAを BFSで一部置換した原料を用い
て，GPプレストレストコンクリートまくらぎ２），繊維
補強 GP短まくらぎ３）を蒸気（加温）養生で作製し，そ
れらを営業路線に試験敷設した４）。また GPの配合，養
生温度とその諸特性を検討し，各種作製条件と GPの諸
性質との相関を示した５）。さらに，水ガラスを使用せず
に，水ガラスのケイ素（Si）成分を産業副産物であるシ
リカフューム（以下，SF）として，CO2排出量をさら
に低減し，広い配合範囲で GPを作製可能とした「Si成
分その場添加溶解法」（以下，溶解法と記す）を提案し
ている５）。

　一方，GPの高耐火性，高耐酸性を活かして，それを
補修材料とする試みも行われており６），高耐糖性や放射
性廃棄物への適応等，セメント材料では使用できない箇
所への適用も進められている。
　しかし，GPは硬化前性状（フレッシュ性状）におけ
る粘性の高さから左官性が悪いこと，常温養生では収縮
の影響が大きくひび割れが生じやすいこと等７），実用化
に際して問題が残っていた。そこで，本論文では左官施
工用の材料として，実用的に補修に使用できる GPモル
タルの開発を志向して種々の検討を行った。

２．GPモルタルの作製と各種試験

2. 1　各種試験用GPモルタル供試体の作製方法
　GPモルタルの作製は，一般的には水酸化アルカリ溶
液とケイ酸アルカリ溶液（水ガラス）の混合溶液を使用
する（以下「一般法」と呼ぶ）。ただし，一般法では凝
結時間のコントロールが難しい上に左官作業時の粘性が
高く，コテならし性が悪いことから実用化が困難であっ
た。そこで，鉄道総研で開発した図 1に示す「溶解法」
を左官用 GPモルタルの常温養生による作製に適用した。

2. 2　各種試験用GPモルタルの作製配合
　表 1は各種試験用 GPモルタル供試体の作製における
使用材料，表 2はその配合である。なお，筆者らは配合
記述法として，使用する水酸化ナトリウム（NaOH）と
水（H2O）の各モル比を A/W比，SFと NaOHにおけ
るケイ酸（SiO2）と NaOHの各モル比を Si/A比，水分
量と粉体（SFを除く FA+BFS分の体積）の体積比を
W/Pと記述する方法を提案しているため，その記述法

左官用ジオポリマーモルタルの開発
上原　元樹＊　　佐藤　隆恒＊

Development of Plastering Geopolymer Mortar

Motoki UEHARA　　Takatsune SATO

　Geopolymer (GP), which does not use Portland cement, has been attracting attention as a new repair material 
because of its high CO2 reduction and acid resistance. However, its poor plastering workability has been a issue 
to be developed for its practical use. Therefore, we developed a prototype GP mortar for plastering work using 
fly ash and blast furnace slag fine powder without glass water by the original method named “Si component 
powder addition in-situ dissolution method”. As a result, the developed GP mortar showed good workability, 
high resistance to acid deterioration, and no cracking under the condition of an alkali component/water molar 
ratio of 0.15 and a Si component/alkali component molar ratio of 0.20. Judging from these results, the developed 
GP mortar is feasible for practical purposes.
キーワード：ジオポリマー，左官，常温養生，モルタル，溶解法
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に則って表 2は記述した。
　表 3は表 2の配合で作製した供試体試験結果から左
官作業性の良い配合 1，低コスト配合 4を基に，より実
施工に近い形で普通ポルトランドセメント（以下，
OPC）モルタル板に左官施工したときの配合であり，
それぞれ配合 1を基にした配合を A及び B，配合 4を
基にした配合を Cと記す。

2. 3　分析方法
　表 2の配合の GPペースト部分の生成物を粉末 X線
回折により同定した。

　また，JIS A1108「コンクリートの圧縮強度試験方法」
に準拠して圧縮強度を，JIS R5201「セメントの物理試
験方法に準拠してモルタルフロー値を測定した。
　硫酸浸漬試験では，5%濃度の希硫酸に φ50×100mm
の GPモルタル供試体を 28日間浸漬し，上記方法と同
様に圧縮強度を測定した。
　耐熱性試験では，GPモルタル供試体を電気炉により
600～1000℃で 2時間保温（昇温速度：20℃/分，降温
速度：徐冷）した後，上記同様に圧縮強度を測定した。
また，文献 8に準拠して製氷皿に打ち込んだ棒状 GP
ペースト供試体を電気炉で加熱し，加熱冷却後の形状か
ら溶融状況を評価した。

2. 4　左官作業性及び諸特性確認試験
　100mm×100mm×10mmの合板製型枠に表 2の配合
で作製した GPモルタルを打ち込み，コテ切れ，伸び等
の作業性を評価した。打ち込み試料は 20℃環境下に静
置し，白華発生状況，ひび割れの有無を確認した。
　表 3で示した配合のGPモルタルをハンドミキサーで
作製し，OPCモルタル板に縦 400×横 900×厚さ 10mm
の寸法で打ち込み，左官作業性を確認した上で神奈川県
横浜市磯子区に屋外暴露した。なお，施工に当たってモ
ルタル板の表面のほこりを拭き取る程度で特別な処理は
行っていない。また，建研式の接着力試験器によりGPモ
ルタルとOPCモルタル板との付着強度を材齢 28日で測
定した。

３．フレッシュ性状，圧縮強度と生成物

　図 2及び図 3に表 2の配合で作製した GPモルタルの
フレッシュ性状と圧縮強度を示す。流動性の尺度となる
フロー値に配合による大きな差は認められず，特に Si/
A比の相違による差は小さかった。一方，圧縮強度は
A/W比 0.10の配合 4でやや低く，粉体量が多くW/P
比の小さい配合 5でやや高かったが，配合による差は文
献９）における加温養生，溶解法で作製した試料と比較
して小さかった。常温養生では加温養生と比較して，活
性フィラーにおいて BFSの反応割合が増加することが
報告されている10）。特に「溶解法」の常温養生では，SF
の溶解が遅く，反応性に富む水ガラス成分が少なくなる
ためアルカリ刺激による BFSの反応が主となり A/W比
の圧縮強度への影響が小さくなったものと考えられる。
　図 4は表 2のペースト部分の配合で作製した GPペー
ストの X線回折図である。なお，ペースト部のみの試
料となるため配合 1と A/W比，Si/A比が同様の配合 5
の測定は実施していない。結晶質物質は FA起源の石英
とムライトである。2θ（CuKα）=29.4℉には BFS起源のケ
イ酸カルシウム水和物（C-S（A）-H）に起因するブロー

図１　GP作製法の概要

表２　GPモルタル供試体の配合

表３　コンクリート板への左官用GPモルタルの配合

表１　使用材料
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ドなピークが認められた。各配合におけるピーク強度，
プロファイルに大きな差は認められず，生成物に大きな
差は無い。また，2θ（CuKα）=11.4℉に文献９）等における
加温養生で作製した場合に観察されなかったピークが全
ての試料で認められた。BFSはアルカリ刺激によりハ
イドロタルサイトが生じることが報告されている11）が，
走査型電子顕微鏡で生成物を精査しても，ハイドロタル
サイトは確認されず，図 4に示すようにハイドロタルサ
イトの確認試験である硫酸 Na溶液処理及び 500℃加熱
後の水中浸漬において，ピーク位置の移動やハイドロタ
ルサイトに特徴的な再生成12）が認められなかったこと
から，現在の所，本物質は同定されていない。

４．GPモルタルの諸性質

　図 5は GPモルタルの硫酸浸漬前後の写真であり，図
6は硫酸浸漬 28日経過時の質量変化率と圧縮強度の変
化率を記したものである。硫酸浸漬で各試料表面の光沢
がなくなり，最表面は溶脱し，表面から 2mm程度の領
域で，ざらつく様子が認められたが，特別な析出物等は
観察されなかった。また，各試料の質量変化率は－0.43
～0.02%と小さく，圧縮強度の変化量も小さかった。文
献13）における溶解法で作製した加温養生試料では同様
の配合で表面のざらつきも認められないが，質量変化や
圧縮強度の変化に関しては文献13）における加温養生試
料と大きな差はなかった。したがって，常温養生，溶解
法で作製した GPの耐酸性は，既報告における加温養生
試料と大きな相違はないことがわかった。
　図 7に各配合における加熱温度に対する圧縮強度の変
化を記す。配合 4，すなわちA/W比 0.10で作製した試料
は 600℃以上で爆裂した。しかし，他の試料に配合による
大きな差はなく，600℃加熱試料で圧縮強度は 40～50MPa
程度，700℃以上では 10～15MPaとなり，それ以上低下
することなくほぼ一定であった。700℃以上では，後で示
すように，加温養生である文献８）の結果と比較して，圧
縮強度の値はやや低かったが，C-S（A）-Hが残存せず，鉱
物組成が変化すること等の結果は同様であった。
　図 8に加熱冷却後の棒状ペースト供試体の外観を，表
4に変状一覧を示す。本試験では 800℃及び 1000℃で加
熱した供試体で，ひび割れや僅かな反り返り等は認めら

図５　硫酸浸漬前後写真

図６　硫酸浸漬試験前後の圧縮強度及び質量の変化率

図２　GPモルタルのフレッシュ性状

図３　GPモルタルの圧縮強度

図４　GPペーストの粉末X線回折図
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れるが，溶融による変形は認められなかった。また，モ
ルタル供試体では A/W比 0.10の供試体（配合 4）が
600℃以上で爆裂したがペーストで爆裂は観察されな
かった。なお，モルタルで爆裂が生じた理由は，高粘性
の本材料で骨材が存在する場合，練り混ぜ時の巻き込み
空気量が増え，その膨張のためと考えられるが詳細は不
明である。
　図 9に加熱冷却後のペースト試料の粉末 X線回折図
を示す。C-S（A）-Hによるブロードなピークは，500℃
では小さくなり，800℃では消失している。このことか
ら，800℃では C-S（A）-Hは残存していないことがわか
る。なお，図 9に各加熱温度での生成物同定結果を記し
たが，ケイ酸塩物質は種々の固溶体を形成するため X
線回折の結果だけで生成物を同定することは困難であり
参考として記すものである。800℃以上では結晶質物質
として，高炉スラグ非晶質相から生じるゲーレナイト－

オケルマナイト系列の物質やネフェリン等が新たに生じ
た。800℃以上の硬化体は，鉱物組成が 500℃以下の硬
化体とは全く異なるため同一に論じられないことがわか
る。また，配合による生成物の差は大きくなかったが配
合 4，すなわち A/W比 0.10の試料ではアルカリ成分が
少ないことに起因して石英等が残存傾向となり斜長石生
成量が多いこと等，焼成後の鉱物組成に若干の差が認め
られた。

５．左官作業性及び諸特性の確認（室内試験）

　表 5に GPモルタルのコテ塗り作業を行い，その性状
を確認した結果を記す。なお，コテ塗りの作業性評価は，
左官作業経験 40年の左官実務者の評価に基づいてい
る。フロー値では大きな差は無かったがコテ塗りの作業
性では差が認められた。配合 1の試料の仕上がりが良好

図７　左官用GPモルタルの加熱温度と圧縮強度

図８　加熱前後の棒状ペースト供試体
（左から配合１～６）

表４　棒状ペースト供試体の変状

図９　焼成したGPペーストの粉末Ｘ線回折図
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で，かつ施工までの時間が 30分におけるコテ作業性の
評価が高く，次いで配合 4の評価が高かった。他の配合
の試料はコテに付着してモルタル全体が動いてしまう
等，作業性の評価は上記配合と比較して高くなかった。
これはフロー値では評価できない GPの粘性が影響して
いるものと考えられるが，左官作業性の評価は困難であ
り，今後何らかの指針を考える必要が示唆された。
　図 10は表 5における GPモルタル左官施工の外観写
真の一部である。全ての試料において，硬化後もひび割
れは認められなかった。各試料とも 1日後では炭酸ナト
リウム（Na2CO3）の白華が発生した。配合 3と 6は比
較的硬化体に堅く付着する形で析出したが，他の試料は
綿胞子状の白華であるため掃除機で簡単に除去可能で
あった。また，白華は水溶性の Na2CO3であるため，全
ての試料において水洗で簡単に除去可能であり，除去後
に再び白華が生じることはなかった。

６．左官用GPモルタルの屋外曝露試験結果

　図 11に屋外施工した左官用 GPモルタル及び図 12に
材齢 8日時点の外観を，表 6に左官作業性状と付着強
度試験結果を示す。
　屋外施工に際して，ハンドミキサー等，作製条件を実
施工に準じた結果，コテ作業性の確保のために，表 2に
おける基本配合よりW/Pがやや多くなり，結果として
フロー値はやや大きくなった（表 6）。なお，表 6の A
～C全ての配合において作業性は良好であり，実施工に
おける問題は認められなかった（図 11）。また，材齢 8
日時の外観写真に見られるように，左官施工面の平滑度
も高く，ひび割れも生じなかった（図 12）。なお，現在
2年経過後も，特にひび割れ等は生じておらず，8日材
齢時の様子をほぼ維持している。一方，付着強度に関し
て，界面処理を行わなかったが，1.89MPa～2.14MPaと
配合による差は小さく，ポリマーセメントモルタルに匹
敵する付着強度が得られた。また，どの試料に関しても
引張試験において界面で剝離した事象は認められなかっ

表５　GPモルタルの左官作業性性状と仕上り状況

図10　�GPモルタル左官施工供試体の外観写真�
（1～6の各番号は表2における配合を表す）

図11　屋外施工時の左官用GPモルタル

図12　材齢 8日後の左官用GPモルタル

表６　GPモルタルの左官作業性状と付着強度
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たが，配合 A及び Bでは下地モルタル板が破壊され，
配合 Cでは GPモルタル部分が破壊された。これは配
合 Cの A/W比が低く引張強度が小さいことにより GP
モルタル内で破壊が生じたものと推察される。

７．まとめ

　左官用 GPモルタルの開発のため，種々の配合の GP
モルタルを溶解法，常温養生で作製し，その左官作業性，
諸性質を検討した。また，GPモルタルを OPCモルタ
ル下地に 10mm厚で左官施工して，左官作業の実用性，
付着強度を検討した。以下にその結果を記す。
（1） 種々の性質において配合による差は，既報告の加

温養生試料と比較して小さかった。これは，常温
養生の GPの生成物が BFSに由来する C-S（A）-H
が主なものであることに起因していると考えられる。

（2） 5%硫酸溶液による浸漬試験では，表面 2～3mm
で溶脱が認められたが，圧縮強度や質量の変化は
小さく，高い耐酸性が確認された。

（3） 左官用 GPモルタルは 600℃まで 40MPa程度，
700℃以上でも 15MPa程度の圧縮強度を維持した。

（4） 左官作業性を検討した結果，本配合の中では A/W
比 0.15，Si/A比 0.20あるいは A/W比 0.10，Si/A
比 0.20の配合が良好であった。

（5） OPC下地に左官施工した結果，作業性は良好で，
ひび割れも生じなかった。また，下地との付着強
度は 1.89～2.14MPaと高く，左官作業用モルタル
として実用的に使える目処が得られた。

　現在，本報告の結果を受けて，更に配合や作製方法の
改良，プライマーの選定等を検討して実用化を進めてい
る。
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１．はじめに

　鉄道高架橋のような鉄筋コンクリート（RC）構造物
を長期間供用可能とするためには，コンクリート内部の
鉄筋を腐食させないことが重要である。鉄筋などの鋼材
の腐食に対する支配的な要因は水分の浸透であると考え
られるため，一般的な RC構造物では鉄筋を所定の深さ
に配置し，水分浸透抵抗性の高いコンクリートで鉄筋位
置に水分が浸透しないようにすることが耐久性確保の基
本である。近年，土木構造物の建設において，コンクリー
トの施工を入念に行うことで耐久性に優れた構造物の構
築を実現しようとする動きが見られ，鉄道関連では JR
西日本での新設構造物における品質確保の取組みが注目
されている１）。JR西日本の取組みでは新設構造物のコン
クリート品質向上を目標に掲げて，鉄道総研で実用化し
た「散水試験（Water Intentional Spraying Test，以下，
WISTと表記する。）２）３）」によるコンクリートの水分浸
透抵抗性に関する品質の簡易評価が導入されており，建
設工事の途中段階での品質改善，あるいは類似した工事
での品質向上が実現されている４）５）。
　ここで，WISTとは，乾燥したコンクリート表面に少
量の水を散布し，コンクリート表面における水分浸透状
況を測定者の目視で把握し，水分浸透抵抗性を評価する
非破壊試験である。WISTは実構造物の調査等に対する
適用性を重視し，外部電源が不要で省力および省スペー
スという特長がある。WISTは測定が手軽であり，JR

西日本（図 1）のほか，土木構造物を建設する地方自治
体の土木部門，建設事業者，大学等の研究機関などで活
用され，普及が進んでいる。WISTの測定対象となる部
材は，測定者の手が届く範囲で選定されるため，柱や壁
とされることが多い。そのため，WISTは柱や壁のよう
な鉛直部材の側面への適用に特化した形で実用化され，
測定の原理上，水平面への適用が不可能であった。
WISTの普及に伴い，測定対象を床版や梁のような部材
に拡大するニーズが高まり，構造物の下面や上面といっ
た水平面に対しても同様に適用できる，簡便な非破壊試
験の確立が求められていた。
　以上の背景のもと，WISTと同じ測定器具で水平面に
おける水分浸透抵抗性を評価する手法を新たに開発した
ので，ここに報告する。なお，鉄道高架橋のように構造

水平面に適用可能な
コンクリート表面の水分浸透抵抗性評価手法

西尾　壮平＊

Evaluation Method for Water Penetration Resistance of Concrete Structures Applicable to Horizontal Surface

Sohei NISHIO

　High durability is required for railway structures constructed on the premise of long-term service as social 
infrastructure. Technological development that leads to longer life of structures is becoming more important in 
terms of contributing to decarbonization. A method called WIST (Water Intentional Spraying Test) developed by 
the author of this paper is becoming widespread as a non-destructive test method that can easily evaluate water 
penetration resistance that affects the durability of reinforced concrete structures. However, due to the principle 
of measurement, the application of the WIST was limited to vertical planes. This paper reports a new 
measurement method developed for applying the WIST to horizontal planes. The new method can be 
implemented just as easily as the conventional WIST with the same equipment.
キーワード：コンクリート，水分浸透抵抗性，耐久性，表層品質，非破壊試験，散水試験

図１　WISTの測定状況の例
 
＊　材料技術研究部　コンクリート材料研究室
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物の直下を利用する可能性のある構造物においては，部
材下面のコンクリートにおける品質確保の重要性が高
い。そのため，手法の開発においては，水平面のうち特
に構造物の下面に適用できることを前提条件とした。ま
た，測定状況として，建設中の足場等を利用して下面に
近接して行われる調査に適用される状況を想定した。

２．評価手法の概要

2. 1　開発コンセプト
　表 1に，水分浸透抵抗性に関する非破壊試験の代表例
を示す。これらの手法は国内で装置が市販され，論文等
での検証事例が見られるものである。WISTを除く 3種
類の手法では，専門的な知識を備えた技術者の手に測定
を委ねるのが一般的である。今回，新規手法の開発にお
いては，WISTと同様に鉄道事業者等で建設や保守の各
種業務に携わる実務者が自身の手で測定できることを念
頭に置き，手法の手軽さを優先した。水分浸透抵抗性を
評価するためには，コンクリートに水分を供給し，水分
の浸透に伴う変化を何らかの方法により定量化した指標
が必要となる。水分の供給方法について，WISTのよう
に水を散布する方式①と，湿らせた物体を接触させて浸
潤させる方式②，容器に入れた水を接触させる方式③，
などが想定される。表 1に示したWISTを除く 3種類
の手法では，方式③の水を溜めた容器をコンクリート表
面に密着させて連続的に水分を供給する方式を採ってい
る。このような方式では水圧が作用するため，より内部
までの水分浸透現象を捉えられるメリットがある。一方
で，容器を固定するための機構が必要であるため，機材
の複雑化や，測定に伴う準備や作業の規模の面でのデメ
リットがあり，手法としての手軽さに欠けるものと判断
し，方式③は検討対象から除外した。次に，水を散布す
る方式①として 2種類（霧吹き方式，エアゾール方式），
湿らせた物体の接触による方式②として 2種類（湿布・

スポンジの貼付けによる方式，筆やローラーによる塗布
方式）を検討した。検討の結果，湿らせた物体の接触に
よる方式②では，実構造物への適用を想定した際に水分
の供給量の確認と制御が難しく，実務への導入が困難な
手法となることが予想された。そのため，水分の供給は
WISTと同様の散布による方式①を採用し，水平面に適
用可能な測定手順と評価指標に関する詳細検討を進める
こととした。

2. 2　測定手順と評価指標
　図 2に新規開発した手法の測定手順の概要を示す。測
定では専用の手動の器具を使用してコンクリート表面に
対して一定量かつ微量の水を散布する。水の散布量はス
プレー器具の 1回の操作あたり約 0.3gである。この水は
ガイド器具により直径 57mmの円形の範囲に噴霧され，
器具に付着する水量を除くと，コンクリート表面に対し
て供給される面積当たりの散水量は約 0.1mg/mm2とな
る。このような水の散布の方式は従来のWISTと同一で
ある。そのため，手法の名称は面の種別によらず「WIST」
と表記し，手法を区別する必要がある場合は，新規開発
した手法を「水平面に適用するWIST（WIST-H）」，従
来の手法は「鉛直面に適用するWIST（WIST-V）」といっ
た形で，適用する面の方向を付記して表記する。
　図 3にWIST-VとWIST-Hの比較を示す。WIST-Vと
WIST-Hでは評価指標が異なっている。WIST-Vを適用
する鉛直面では浸透しなくなった水が表面を流下する状
況を目視で確認して評価するのに対して，WIST-Hを適
用する水平面では浸透によって表面から水分が消失する
状況を目視で確認して評価する方式としている。それぞ
れ評価指標は「流下時散水回数」と「光沢保持時間」で
ある。このように鉛直面と水平面とで異なる評価指標と
した理由は，WISTでコンクリートに供給する水分の浸
透挙動には重力の作用が影響し，その影響が不可避で
あったためである。2種類の指標はそれぞれ異なる現象

表１　コンクリートの水分浸透抵抗性に関する非破壊試験の代表的な例（数値等は著者の調査による）
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で間接的に水分浸透抵抗性を定量化したものであり，水
分浸透抵抗性に優れたコンクリートほど流下時散水回数
が少なくなるのに対して，光沢保持時間は長くなる。な
お，光沢保持時間は水平面のほか，鉛直面を含むあらゆ
る角度の傾斜面にも適用できると考えられるため，検討
を進めている。
　図 4に水平面の下面における測定状況の例を示す。表
1に示したように，WISTの測定の規模は各種の手法と
比較して，水分浸透領域の面積は同程度としながら，使
用する水の容量，ならびに水の供給から測定開始に要す
る時間は桁違いに小さい。また，WISTでは水の供給や
容器の保持で加圧等を行うための機材や電源を必要とし
ない。これは，WISTでは水の供給を連続的なものとせ
ず，一定量かつ微量の水の散布による供給を，一度だけ
あるいは一定の時間間隔で断続的に行う方式としている

ことによる。このような特徴により，WISTでは手動式
の器具を用いた手軽な測定を実現している。また，測定
の作業が軽微であるため，近傍箇所での測定を 5秒刻み
でずらして同時に進行することで，一度に複数の位置で
の測定が可能である。著者らの実構造物を対象とした実
績では，WIST-Vを 1m×1m程度の範囲内で 10箇所程
度，WIST-Hを 15cm程度ずつずらして 6m程度の範囲
で 40箇所での測定を一度に実施した例がある。測定結
果のばらつきを考慮すると実構造物では測定データ数を
1箇所あたり 6点以上とするのが望ましいと考えられる
ため，一度の測定でこのような多点でのデータが取得で
きる点は，他手法にないWISTの特長のひとつとなっ
ている。

2. 3　評価指標に関する事前検討
　鉄道総研におけるこれまでの研究成果９）においては，
水の散布によりコンクリート表面へ水分供給を行った
後，水分の浸透に伴う明度の変化を主体に整理してきた。
明度変化を定量化する場合，色見本や測色機器を使用す
る必要があり，開発コンセプトの手軽さは達成されない。
そこで，鉄道総研で 2017年度に開発した，画像解析に

図２　水平面に適用する散水試験（WIST-H）の概要

図３　WIST-V とWIST-H の比較 図４　WIST-H の測定状況
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より明度変化を定量化するシステム10）を利用して，新た
な評価指標を模索した。同システムでは画像情報の経時
変化に基づいて明度変化を定量化できるため，同システ
ムと目視観察を組み合わせた実験により散水後の光沢変
化に関する検証を行った。図 5に実験の概要を示す。供
試体は，寸法が 40×40×80mmで，コンクリートの水
セメント比を 40・50・60%の 3水準，材齢 1日で脱型
後に材齢 28日までの養生方法を標準気中養生（20℃，
60%RH）と乾燥気中養生（20℃，40%RH）の 2水準に
設定して作製した 6種類を用意した。供試体は材齢 28
日以降，標準気中養生環境下で保管されたもので，実験
時の材齢は約 6年である。供試体の水分浸透抵抗性を把
握することを目的として，実験に先立って水中浸漬によ
る吸水試験を行った。水分浸透抵抗性の目安としてここ
では水中浸漬試験で求めた吸水率を採用した。浸漬時間
は 2時間とし，吸水率の算出は気中乾燥状態の質量を基
準とした。吸水試験の後，供試体を標準気中養生環境下
で 68日間乾燥させた後に，供試体の打込み面に対して
上方から水を散布し，水分浸透状況を目視で観察して時
間を計測するとともに画像で記録した。図 6に解析結果
に基づいて抽出した画像の例を示す。水を散布した領域
において，表面に水分が滞留した部位では光の反射に
よって明るく感じられる状態が引き起こされ，目視では
光沢として視認できること，画像では白色化すること，
光沢あるいは白色化は水分の浸透と共に消失することが
確認された。
　図 7に散水による供試体表面の光沢と白色化が消失
するまでの時間と供試体の吸水率の関係を示す。吸水率
が低く水分浸透抵抗性の高いコンクリートで光沢の消失
までの時間が長くなることが判明した。同等のW/Cで
比較した場合，コンクリートの品質に対して悪影響を及
ぼすと考えられる乾燥気中養生の条件（白抜きプロッ
ト）でプロットが右下に位置することがわかる。これら
の検討結果に基づいて，散水後の光沢発生から消失まで
に要した時間を水平面における水分浸透抵抗性の評価指
標とすることとし，これを「光沢保持時間」と定義した。
　なお，目視による光沢の観察の妥当性について，目視

観察と市販の光沢センサーでの比較を簡易な実験で検証
している。光沢センサーでは光沢の度合いを定量的に評
価できるメリットがあるが，測定領域は直径で数 mm
程度の範囲に限定される。それに対して目視観察ではセ
ンサーよりも広範囲を観察する形となる。そのため，観
察あるいは測定範囲の違いにより光沢保持時間の測定結
果には差が生じるが，WIST-Hにおいては作業性を優先
して目視を基本とすることとした。また，光沢保持時間
はストップウォッチなどを使用して 0.1秒単位で計測で
きるが，図 7に示したように水分浸透抵抗性の差異は数
十秒や数分といった差で現れる傾向が確認されたこと，
計測頻度を減らすことで同時に複数個所での測定が容易
となることなどを考慮し，目視による光沢保持状況の確
認は 5秒刻みで行うこととした。

３．構造物下面を想定した適用性の検証

3. 1　室内試験による検証
　構造物下面を想定した室内試験として，コンクリート
供試体の底面における吸水抵抗性を検証した。実験の状
況は図 4左の写真に示すとおりである。供試体は，底面
が 200×200mmで高さ 100mmの扁平な形状で，実際
に建設された鉄道高架橋の仕様を反映したレディーミク
ストコンクリートと合板型枠で作製した。実験では材齢
1日での早期脱型の影響を検証したほか，水分浸透抵抗
性を意図的に低下させることを目的として打込み直前に
約 30kg/m3加水した低強度配合のコンクリートで早期
脱型したシリーズを用意した。供試体は各条件で 3体と
し，試験室内で養生し，脱型 4日後にWIST-Hの測定
を供試体底面の 2箇所で実施した。散水量は予備実験の
結果に基づいて約 0.2mg/mm2とした。供試体の物質透
過抵抗性の目安とするため，材齢約 1年まで試験室内で
乾燥させた供試体の表層透気係数をトレント法により測
定した。トレント法は底面の 5箇所で実施した。
　図 8に，光沢保持時間と表層透気係数の関係を示す。
同図では 3. 2節で後述する構造物 Dで取得したデータを
併せてプロットした。図の縦軸が対数軸となっているこ

図５　実験の概要 図６　画像解析による抽出画像の例 図７　水分浸透に関する実験結果
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とからわかるように，光沢保持時間は早期脱型の供試体
で顕著に減少することが明らかとなった。また，表層透
気係数が大きく物質透過抵抗性の低い供試体で光沢保持
時間が短くなることがわかる。光沢保持時間は，コンク
リートの物質透過抵抗性の代表的な非破壊評価値である
表層透気係数と一定の相関が見られることが確認された。

3. 2　実構造物の現地試験による検証
　鉄道の RC橋りょうの建設工事現場（構造物 A・B・
C・Dの 4種）にて現地試験を実施し，実構造物の下面
に適用するWIST-Hの測定手順の適用性を検証した。
図 9に現地試験で取得したデータを示す。同図でプロッ
トしたデータに関して，構造物 Aで測定した全 50点の
データは，10箇所で同時に測定したデータと 40箇所で
同時に測定したデータを合わせたものである。測定は近
傍箇所で位置を 15cm程度ずつずらしながら実施した。
同様に，構造物 Bでは全 20点の測定データを一度の測
定で取得し，構造物 Cの全 50点のデータは 20箇所と
30箇所で同時に測定したデータを合わせたもの，構造
物 Dでは全 58点のデータを 10箇所ないし 9箇所ずつ
同時に測定したものである。このように，実構造物での
測定においてWIST-Hの同時測定箇所数は 40箇所とし
た場合でも問題なく測定が実施できることを確認した。
　一方で，図 9に示したデータのばらつきは同一の構造
物においても変動係数で 20%程度となった。実構造物
では供試体に比べてコンクリートの施工が大がかりであ
るため，コンクリートの打込み，締固め，養生などの条
件には部位による差があると見なす必要がある。そのた
め，同一部材の近傍箇所においてもこのような数値のば
らつきを生じたものと考えられる。実構造物の評価にお
いては，数値のばらつきを考慮し，多数の測定データを
取得することが必要である。なお，図 9に示した光沢保
持時間には数十分を超過したデータが多数見られるが，
当該構造物の品質が比較的優れていたことのほか，測定
時期が冬季で外気温とコンクリート表面温度が約 7℃程
度であったこと，コンクリートの含水率が計測器の上限
値を超過する程度に高い含水状態であったことなどが影
響したと考えられる。

　現地試験では，図 4中の右写真に示したように JRの
社員による測定が可能であることを確認した。また，建
設工事の現場代理人等を含めた 10名以上が測定に立会
い，散水後の光沢保持状況の目視観察を体験し，目視で
の光沢保持時間の測定が可能であることを実感してもら
うことができた。このように，目視観察には測定の立会
者が誰でも実行可能であるという特徴があり，測定結果
が共有できる，不正が行われにくい，同意や見解を求め
ることができる，といったメリットがあると考えられる。

４．測定結果に影響をおよぼす各種要因の検討

4. 1　目視による測定の個人差
　図 10は水平面における目視観察による光沢保持時間
の測定結果に関する個人差を検証した結果である。前述
の実構造物 Dの下面を測定対象とし，WISTの熟練者 1
名と未経験者 2名による光沢保持時間を比較した。測定
は 20箇所で行った。散水は熟練者が行い，光沢保持時
間を 3名が個々に計測した。その結果，未経験者 2名
による 40件のデータのうち約 60%が熟練者の測定値と
一致し，約 90%の測定結果が 10秒程度の差異に収まる
ことが確認された。なお，測定の作業自体は 1名で実施
可能であるが，複数の人員で測定する場合はコミュニ
ケーションを取りつつ測定を行うことでこのような差は
解消できると考えられる。

4. 2　測定時の温度条件の影響
　同一のコンクリート試験片（寸法約 120×120×10mm
厚）による測定を異なる温度条件で実施し，測定時の温
度条件が光沢保持時間に及ぼす影響を検証した。試験片
は水分浸透抵抗性の異なる A・Bの 2水準で各 3枚を用
意し，測定は各試験片で 3回実施した。なお，水の温度
は 20℃で統一した。図 11に示すように，標準条件（温
度 20℃・相対湿度 60%）を基準とした場合，試験片 A・
Bともに光沢保持時間は低温条件（温度 5℃・相対湿度
50%）で 80%程度増加し，高温条件（温度 40℃・相対

図９　実構造物の測定結果

図８　光沢保持時間と表層透気係数の関係

特集：材料技術

鉃道総研報告　Vol.36,  No.11,  2022 15



湿度 15%）では約 15%減少する結果となった。水分浸
透抵抗性の異なる 2種類の試験片のいずれにおいても，
高温条件での光沢保持時間の減少の影響よりも低温条件
での光沢保持時間の増加の影響の方が大きくなることが
確認された。光沢保持時間の測定においては，低温条件
での水の性質の変化が強く影響する可能性がある。低温
条件では水分浸透抵抗性を過大評価する恐れがある点に
留意が必要である。

５．まとめ

　本報告では，コンクリートの水分浸透抵抗性を評価す
るWISTについて，水平面に適用する方法を提案した。
本報告に整理した知見をまとめると以下のとおりである。
（1） 水分浸透抵抗性の高いコンクリートでは散水後の水

分の存在による光沢が長時間継続する傾向があり，
水平面での散水時に見られるこのような光沢の継
続時間を「光沢保持時間」と定義した。

（2） 光沢保持時間は，散水後の目視によって測定でき，
物質透過抵抗性の代表的な非破壊評価値である表

層透気係数と一定の相関がある。
（3） 目視により測定した光沢保持時間の個人差を 3名

の被験者で検証した結果，約 90％の測定結果が 10
秒程度の差異に収まることを確認した。

（4） 光沢保持時間の測定結果におよぼす環境温度の影響
は，高温時よりも低温時で大きい。

　なお，光沢保持時間による水分浸透抵抗性の評価基準
を定めるためには測定データの蓄積が必須であるため現
時点では提唱していない。また，光沢保持時間とコンク
リートの各種物性値との関連性についてもさらなる検証
が必要であるため，これらは今後の検討課題としたい。
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１．はじめに

　鋼橋などの屋外鋼構造物を長期間供用する場合，鋼材
の腐食による安全性の低下が懸念される。このため，一
般には塗料を用いた塗装による防食が行われている。
　塗料には様々な材料が配合されており，油脂や樹脂と
して一般に有機化合物が使用されている。有機化合物は
環境因子との化学反応によって加水分解や酸化などを生
じて脆化・劣化するため，塗装によって形成される塗膜
の防食性は経年とともに低下する可能性がある。このた
め，塗装単独よりも長期間の耐久性が期待できる手法と
して，金属めっきや金属溶射といった金属材料（以下，
金属皮膜とする）を下地として，塗装を併用する手法が
提案されている。
　金属皮膜には鋼材よりも腐食しやすい金属が用いられ
ており，これをめっきや溶射によって鋼材表面に被覆さ
せることで犠牲防食作用により鋼材を防食する。環境因
子の作用による金属皮膜自体の腐食は塗装を施すことに
よって防ぐことができるため，金属皮膜に塗装を組み合
わせることにより，各々の材料を単独で使用する場合と
比較して鋼材を長期間防食できると考えられる。
　このような金属皮膜に塗装を組み合わせた防食工法
は，これまでに多くの施工実績を有する１）２）。ただし，
金属皮膜と塗装にはそれぞれ複数の種類が存在し，材料
の組み合わせは多岐におよぶほか，同防食工法の長期間
の耐久性を評価した事例は多くない。
　そこで筆者らは，金属皮膜に塗装を組み合わせた複数

の防食工法の長期耐久性の把握を目的として，約 40年
間暴露された試験片の劣化状態を調査した。また，鋼材
まで達する損傷が生じた際の長期耐久性を評価するた
め，新規に試験片を作製して促進劣化試験を行った。

２．暴露試験片の調査

　本稿で調査した暴露試験片は，日本ウエザリングテス
トセンター銚子暴露試験場で約 40年間暴露されていた
ものである３）。当該試験場は ISO 9223 Corrosion of met-
als and alloys -Corrosivity of atmospheres- Classification, 
determination and estimationに記載される腐食性カテゴ
リ C4に相当し，日本国内では比較的腐食性の高い環境
に該当するとの報告がある４）。
　ここでは各試験片における塗膜の変状程度を調査する
とともに，塗膜下の金属皮膜材料の状態を把握するため，
健全と考えられる塗膜下については非破壊での電気化学
的手法により評価し，塗膜割れを生じた箇所については
断面観察および組成分析により評価した。

2. 1　暴露試験片の概要
　試験鋼板は寸法 300× 150× 3.2mmの冷間圧延鋼板
（SS400）であり，皮膜厚や材質（亜鉛，アルミニウム，
亜鉛‐アルミニウムの合金）の異なる 3種類の溶融めっ
きまたは 5種類の金属溶射を適用後に種々の塗装仕様
が施されたものを試験片とした。本稿では，屋外鋼構造
物用の塗装仕様である 6種類の塗装仕様（以下，塗装仕
様 C1～C6と呼ぶ）を適用した計 48種類の試験片を調
査対象とした。各試験片の金属皮膜および塗装仕様の概

鋼橋におけるめっき・溶射材料への塗装による防食性向上手法
坂本　達朗＊

Method for Improving Corrosion Protection by Paint Coating over Metal Layer with Plating and Thermal Spraying 
Materials on Steel Bridges

Tatsuro SAKAMOTO

　Steel bridges are generally coated to control the progression of corrosion. Since the corrosion resistance of 
paint coating tends to decrease with age, a method has been proposed in which a metal coating such as plating or 
thermal spraying is used as a base coat and then painted over metal coating. However, there are few cases in 
which the long-term durability of cases using this method has been evaluated. Therefore, in order to understand 
the long-term durability of combination of various metal coatings and paint coatings, we investigated the 
deterioration of metal coating under the paint coating on specimens exposed for about 40 years. Furthermore, 
accelerated degradation tests using newly prepared specimens were conducted to evaluate the long-term 
durability of metal coating with damage reaching bare metal.
キーワード：鋼橋，腐食，塗膜，めっき，溶射，耐久性
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要を表 1，表 2に示す。以下，試験片記号として，（金
属皮膜の記号）－（塗装仕様の記号）で示す。なお，塗装
仕様 C2～C6は当時長期耐久性を有するとして提案され
た塗装仕様であり，塗装仕様 C1は比較用の塗装仕様で
ある。
　試験片の暴露条件は JIS K 5400:1970「塗料一般試験
方法」に規定された条件（正南面，傾斜角度 30度）で
ある。1973年 7月に暴露が開始され，2013年 1月に現
存する全ての試験片を回収した。
　回収した試験片には，暴露前に導入されたクロスカッ
トと，暴露中に行われた付着性評価試験の補修箇所が確
認された。回収した試験片の外観の一例を図 1に示す。
　なお，暴露開始時点において無塗装の各種金属皮膜も
同時に暴露されており，これらは約 10年で全ての金属
皮膜で腐食が生じていることが確認されている５）。

2. 2　塗膜の健全性評価
　塗膜の健全性は，外観調査，ピンホール検査および塗
膜のインピーダンスの測定結果から評価した。外観調査
では割れの発生程度を 3段階に区分し，割れが無い場合
に塗膜が健全と評価した。ピンホール検査では塗膜表面
を湿潤状態のプローブで走査した際にピンホールが存在
すると導通することから，導通の頻度を 3段階に区分し，
導通していない場合に塗膜が健全と評価した。インピー
ダンスの測定には LCRメータを用いた。測定条件は，塗
膜側の電極径を φ30mm，印加電圧を 1V，測定周波数を
2～100kHzとした。電極が接触する塗膜には 3wt%NaCl
水溶液を含浸した φ30mmのスポンジを約 24時間接触さ
せた。このとき，本稿の塗装仕様のような複合塗膜の周
波数 2Hzにおけるインピーダンスは概ね 106Ω以上であ
る６）。そこで，周波数 2Hzにおけるインピーダンスが
106Ω以上の場合に塗膜が健全と評価した。

2. 3　塗膜下の金属皮膜の状態評価
2. 3. 1　健全な塗膜下の評価方法
　健全と評価した試験片に対して，インピーダンスの測
定と同一の電極を用いてカレントインタラプタ法による
電気化学的測定を行った。カレントインタラプタ法とは
微小電流の印加により塗膜下の金属の腐食状況を評価可
能な手法とされており７），測定される塗膜の分極抵抗か

表２　各試験片の塗装仕様の一覧

図１　暴露から回収した試験片の一例

表１　各試験片の金属皮膜の概要
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ら塗膜下の金属皮膜の腐食状態を評価した。
2. 3. 2　割れを生じた箇所の塗膜下の評価方法
　塗膜割れを生じた箇所については断面観察および元素
分析を行い，塗膜／金属皮膜間における金属皮膜の状態
を評価した。切断面は鏡面仕上げとし，元素分析には電
子プローブマイクロアナライザー（EPMA）による波長
分散形 X線分光法を用いた。

2. 4　調査結果と考察
2. 4. 1　塗膜の健全性評価
　各種試験での測定・評価結果を表 3に示す。ここで，
網掛け箇所は 2Hzにおけるインピーダンスが 106Ω未
満であることを示している。塗装仕様 C1を適用した試
験片，および塗装仕様 C5を適用した大半の試験片にお
いて，塗膜割れによるものと考えられる外観変状または
ピンホールの発生が確認された。塗装仕様 C2ではフェ
ノール樹脂MIO塗膜の顔料が露出しており，塗膜状態
を視認することが困難だったが，ピンホール検査では多
数の導通が確認されたことから，塗膜割れを生じている
ことが推定された。また，塗装仕様 C4，C6を適用した
試験片はいずれも外観変状やピンホールの発生は確認さ
れなかった。これより塗装仕様が同一の場合，金属皮膜
の種類に関わらず類似した塗膜変状が生じる傾向にある
ことを確認した。
　一方，塗装仕様 C3を適用した試験片についてはピン
ホールが発生する場合としない場合が確認された。当該
仕様は紫外線に対して脆弱なエポキシ樹脂塗料で仕上げ
られていることから，経年により塗膜が消耗し，初期か
ら膜厚の小さな箇所でピンホールが生じたと推定される。
　なお，外観調査またはピンホール検査で健全と評価さ
れなかった試験片はいずれも周波数 2Hzでのインピー
ダンスが 106Ω未満となった。このように，外観調査と

ピンホール検査における塗膜の健全性の評価は，イン
ピーダンス測定における塗膜の健全性の評価と一致した。
2. 4. 2　健全な塗膜下の評価
　塗膜が健全と評価した試験片，すなわち表 3の網掛け
していない試験片に対してカレントインタラプタ法での
測定を行った。その結果，いずれの試験片においても分
極抵抗が 109～1012Ωとなった（表 3）。先行研究におい
て，分極抵抗が 5.5× 106Ω以上の場合には塗膜下での
腐食は生じていないとの測定結果がある８）。このことか
ら本試験においても，健全と評価した塗膜の下では金属
皮膜および鋼材の腐食は生じていないと推定される。
2. 4. 3　金属皮膜の組成分析
　分析対象の試験片は，全ての試験片で塗膜割れを生じ
ている塗装仕様 C1を主体とした。ただし一部の溶融
めっき（G1，G2）を適用した試験片は現存していない
ため，当該の金属めっきを適用した試験片については，
塗膜割れを生じていた G1-C5および G2-C5を分析対象
とした。
　分析結果を図 2に示す。ここでは，鉄（Fe），亜鉛
（Zn），アルミニウム（Al），酸素（O）の各元素マッピ
ングを示している。塗膜中には亜鉛や酸素を含む材料が
含まれており，当該の元素マッピングでも塗膜部分が青
色になっている。この色相から塗膜割れの形状が確認で
き，各試験片の塗膜割れは金属皮膜まで達していること
が分かる。図中には塗膜割れを生じた箇所を点線で囲っ
た。これをみると，M1-C1およびM2-C1では鋼素地の
分析範囲がわずかではあるものの，いずれの試験片とも
鋼素地に該当する箇所で酸素が検出されていない。従っ
て塗膜割れを生じた場合でも鋼材は腐食に至らないと考
えられる。
　続いて，亜鉛を主体とする溶融めっきおよび溶射皮膜
を適用した試験片（G1-C5，G2-C5，M1-C1，M2-C1）
では，塗膜割れ近傍における金属皮膜について，亜鉛の
元素マッピングの色相が変化しており，元素の濃度低下，
すなわち金属皮膜の腐食が確認された。一方で，アルミ
ニウムめっき，アルミニウム溶射，亜鉛 -アルミニウム
溶射を適用した試験片（G3-C1，M3-C1，M4-C1，M5-
C1）では，塗膜が被覆する箇所と塗膜割れのそれぞれ
の直下における金属皮膜について，アルミニウムや亜鉛
の元素マッピングの色相は同一であった。したがって，
塗膜割れの有無にかかわらず金属皮膜の組成は大きく異
なっていない。これより，本試験片の暴露環境では塗膜
変状を生じても，アルミニウムを用いた金属皮膜では腐
食を生じにくく，亜鉛を用いた場合には塗膜変状箇所の
直下で金属皮膜の腐食を生じることがわかった。この要
因の一つに，アルミニウムは亜鉛と比較して不動態皮膜
を形成しやすく，皮膜が腐食しにくいことが挙げられる。
　なお，いずれの金属皮膜においても塗膜に割れが生じ

表３　各種試験での測定・評価結果

特集：材料技術
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ていない箇所では金属皮膜の腐食は確認されないことか
ら，前述したように無塗装の各種金属皮膜は約 10年で
腐食を生じたことを考慮すると，金属皮膜に塗装するこ
とで長期耐久性の向上が期待できると考えられる。

３．新規に作製した試験片の促進劣化試験 

　外力によって鋼材まで達する損傷を受けた場合の金属
皮膜および塗膜の挙動は，暴露試験片に施されたクロス
カット部分の調査から評価可能と考えられる。しかしな
がらその切削方法に関する記録が無く，断面観察などの
調査を実施した結果，損傷部の耐久性を十分に評価する
ことができなかった９）。そこで本稿では新規に損傷部
（以下，スクラッチとする）を設けた試験片を作製して
金属皮膜の挙動を評価した。スクラッチの切削方法は
ISO 20340 Paints and varnishes -Performance require-
ments for protective paint systems for offshore and related 
structures-に規定される方法を採用し，複合サイクル試
験によって各仕様の試験片の耐久性を評価した。

3. 1　新規試験片の概要
　試験鋼板は寸法 150× 70× 3.2mmの SS400または溶
融亜鉛めっき鋼とした。金属溶射の試験片は，金属溶射
への塗装仕様が記載されている鋼道路橋防食便覧10）を
参考にして，3通り（亜鉛，アルミニウムまたは亜鉛－
アルミニウム擬合金）の金属溶射に対して規定の塗装仕
様を適用した。なお，金属溶射皮膜の膜厚はいずれも約
150µmとした。金属めっきの試験片は，JIS H 8641「溶

融亜鉛めっき」に規定される HDZT 77の溶融亜鉛めっ
き鋼板に対して鋼構造物塗装設計施工指針11）に記載の
塗装仕様を適用したものとした。塗装仕様のみの試験片
は，鋼構造物塗装設計施工指針に記載される長期耐久型
塗装仕様である L-2をベースとし，有機ジンクリッチプ
ライマを適用した仕様とした。各試験片の塗装仕様の一
覧を表 4に示す。以下，本表に示す記号に従って試験片
を示す。

表４　新規に作製した試験片の塗装仕様

図２　各試験片の EPMA 分析結果

特集：材料技術
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　スクラッチの切削方法は ISO 20340の複合サイクル
試験方法に準じ，エンドミルを用いた機械的切削によっ
て寸法 50× 2mmのスクラッチを導入した。このとき金
属皮膜の損傷程度による防食性の違いを評価するため，
塗膜のみを切削して金属皮膜を露出させた場合と塗膜お
よび金属皮膜を切削して鋼材を完全に露出させた場合の
2通りのスクラッチを導入した。図 3は鋼材までスク
ラッチを施した新規試験片の外観を示す。なお，PS-1
については金属皮膜に該当する有機ジンクリッチプライ
マの膜厚が 20µm以下と非常に小さいため，塗膜のみの
切削は行わなかった。

3. 2　室内促進劣化試験
　室内促進劣化試験には，複合塗膜の耐久性評価試験方
法として用いられる鉄道総研式複合サイクル試験を適用
した11）。本サイクル試験の試験条件を表 5に示す。塗装
仕様の耐久性は，スクラッチ部およびそれ以外の箇所
（一般部と呼ぶ）の塗膜変状程度から評価した。このと
きスクラッチ部については，スクラッチ部から生じる塗
膜膨れの膨れ幅を大きな順に 5つ測定し，その平均値に
基づいて塗装仕様の耐久性を評価した。

3. 3　試験結果と考察
　一般部については，いずれの仕様においても塗膜の変
状は確認されなかった。続いてスクラッチ部の評価結果
については図 4に示す塗膜膨れ幅を用いて述べる。塗膜
鋼材が露出するまでスクラッチを導入した場合，20サ
イクル経過した段階においても，金属皮膜に亜鉛を用い
た試験片（MS-1，MS-3，GS-1）では塗膜膨れが 2mm
以下であるのに対して，アルミニウム溶射皮膜を適用し

た試験片（MS-2）では約 10mm，塗装仕様のみの試験
片（PS-1）では約 4mmの塗膜膨れが生じた（図 4（a））。
なお，いずれの試験片でも膨れ内部は金属皮膜の腐食生
成物で充填されていた。この結果から，スクラッチから
の膨れ程度から塗膜の耐久性を評価する場合，金属皮膜
を適用した塗装仕様はアルミニウム溶射皮膜を除き，従
来の塗装仕様よりも高い耐久性を期待できることが分
かった。
　塗膜のみを切削して金属皮膜が露出するまでスクラッ
チを導入した場合，鋼材が露出した場合と類似の傾向が
認められ，アルミニウム溶射皮膜を適用した試験片
（MS-2）に最も大きな塗膜膨れが生じた（図 4（b））。
ただし，いずれの試験片においても同サイクル数で比較
した場合の塗膜膨れの大きさは鋼材が露出するまでスク
ラッチを導入した場合と比較して遥かに小さくなること
が分かった。
　前章で述べた暴露試験や，過去に報告された沿岸部で
の各種溶射皮膜の暴露試験結果12）では，アルミニウム
の金属皮膜の方が亜鉛のものよりも良好な耐食性を示し
ており，本稿の促進劣化試験結果と異なる。この要因に
ついて，スクラッチの形状から考察した。
　暴露試験や文献 12における金属皮膜の腐食は塗膜／
金属皮膜間，すなわち金属皮膜の表面で生じており，鋼
材を介さない電気化学的反応による腐食と考えられる。
この場合，金属皮膜の表面状態が重要となり，不動態皮
膜を形成しやすいアルミニウムが高い耐久性を示したと

図４　スクラッチ部の塗膜膨れ幅

図３　鋼材までスクラッチを施した試験片の一例

表５　鉄道総研式複合サイクル試験条件11）

特集：材料技術
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推定される。一方で，室内促進試験における塗膜膨れ（金
属皮膜の腐食による変状）の発生箇所は，完全に鋼材が
露出したスクラッチ近傍であり，露出した鋼材に対して
金属皮膜が犠牲防食作用を生じたと考えられる。
　また，当該試験環境下で主に生じると考えられる不溶
性の腐食生成物は，亜鉛の場合には塩基性炭酸亜鉛，ア
ルミニウムの場合には水酸化アルミニウムであり，両金
属が同一モル数で腐食すると水酸化アルミニウムの方が
大きな体積膨張を示す。このため，電極電位の違いに伴
う両金属の犠牲防食作用の程度や，腐食生成物の物理的
／化学的性状の違いなどにより，鋼材が露出するまでス
クラッチを導入した試験片ではアルミニウム溶射を用い
た金属皮膜で大きな膨れを生じたことが推定される。ま
た，塗膜までスクラッチを導入した試験片では腐食生成
物の物理的／化学的性状の違いにより，アルミニウム溶
射を用いた金属皮膜において，わずかではあるものの大
きな膨れを生じたことが推定される。
　また，金属溶射を用いた場合については，皮膜が多孔
質のために溶射後に適用される封孔処理剤の充填程度も
影響した可能性がある。空隙が連続的でない場合には封
孔処理剤が影響せず，空隙が残ることになる。本試験の
ように鋼材までスクラッチを導入した場合，このような空
隙の残存する箇所，すなわち表面積が比較的大きい部分
が露出するため，金属皮膜が腐食しやすくなったことが推
定される。ただし，この推定の妥当性は本試験から明らか
にすることはできなかったため，今後の検討課題としたい。

４．まとめ

　金属皮膜と塗装を組み合わせた防食工法の長期耐久性
の把握を目的として，約 40年間暴露した試験片の塗膜
変状箇所の調査および断面分析を行った。また，外力に
よって損傷を受けた場合の金属皮膜および塗膜の挙動を
評価するため，新規に作製してスクラッチを導入した試
験片を室内促進劣化試験に供して，従来の塗装仕様との
耐久性比較を行った。その結果，以下の知見を得た。
（1） 暴露試験片について，外観およびインピーダンス

測定から健全と考えられる塗膜下では，カレント
インタラプタ法での分極抵抗測定や断面分析か
ら，金属皮膜および鋼材に腐食を生じていないと
考えられる。

（2） 暴露試験片について，塗膜割れを生じた箇所の直
下では，亜鉛を用いた金属皮膜のみ腐食が見られる。

（3） 新規に作製した試験片では，金属溶射にアルミニ
ウムを用いた仕様において，スクラッチが金属皮
膜または鋼材まで達した場合に金属皮膜の腐食が
比較的早期に生じる。ただし，それ以外の組み合
わせにおいては大きな変状は確認されない。

（4） 以上の結果と，無塗装の各種金属皮膜が暴露から
約 10年で腐食を生じたことを考慮すると，金属
皮膜に塗装処理を施すことで長期耐久性の向上が
期待できると考えられる。
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１．はじめに

　レールは，車輪との繰り返し転がり接触により金属組
織に影響を受け，その状況によっては微小なき裂が形成
され，シェリング等の転がり接触疲労に起因した損傷へ
と進展する場合がある。レールの車輪転走面に形成され
た加工硬化層（以降，転がり接触疲労層という）を除去
するレール削正は，シェリング抑制効果があり，国内外
で検討・実施されている１）２）。国内においては，転がり
接触疲労層除去を目的としたレール削正では，通過トン
数 0.5億トンにつき削正量 0.1mmが，指標として用い
られることが一般的である３）４）。
　レールのメンテナンスコスト低減に向けた取り組みの
一環として，鉄道事業者ではレール削正の適用範囲の拡
大やレール削正車の新規導入が進められてきた５）。その
際，これまで削正を実施していないレールを削正する場
合に，どの程度の削正量が適切であるかを知る必要があ
るが，これまで検討された事例は少ない。また，レール
表面の転がり接触疲労層の除去を目的としたレール削正
における削正量を検討するにあたっては，車輪との繰り
返し接触によって生じたひずみ等の材料変化を定量的に
把握したうえで削正量を検討することが望ましい。
　これまでレール表面の転がり接触疲労層の評価の手段
として，金属組織の顕微鏡観察や硬さ分布測定６），X線
回折を用いた集合組織の測定７）や結晶方位解析８）等が
提案されてきた。しかし，上述の手法は定性的な評価に
留まることや，車輪と転がり接触するレール最表面状況
を十分に評価できないことが課題であった。著者らは，
回折 X線のラインプロファイル解析（以降，X線フー

リエ解析と呼ぶ）を適用した転がり接触による塑性変形
程度の定量化について検討９）しており，X線フーリエ
解析から算出される二つの指標（転位密度と結晶子サイ
ズ）を用いたレールの転がり接触疲労層の評価への適応
の可能性について報告した９）10）11）。
　X線フーリエ解析をレール削正量の検討に資するため
に、従来の評価手法との相関性を確認する必要がある。
そこで，累積通過トン数 7億トンのレールについて，硬
さ分布測定，結晶方位解析および X線フーリエ解析を実
施し，X線フーリエ解析での評価手法の特徴を明らかに
した。また，これまでに削正を実施していない累積通過
トン数 1～7億トンのレールについて，X線フーリエ解析
によって，転がり接触疲労層深さを評価12）し，各レール
のレール削正量を検討した結果を報告する。

２．レールの転がり接触とX線フーリエ解析

2. 1　転がり接触と金属組織の変化
　図 1には敷設された列車進行方向断面の金属組織写真
の例を示す。また，図 2にレールの転がり接触による金
属組織の変化の模式図を示す。レール鋼の金属組織は主
にパーライト組織を有する結晶粒の集合体である。レー
ルが繰り返し転がり接触を受けると結晶粒内に転位が発
生し塑性ひずみが蓄積される。転位は再配列すると新た
な結晶粒界を形成し，金属組織が微細化しながら変化し
ていく。これらより，繰り返し転がり接触を受けたレー
ルには，転がり接触の履歴に対応した金属組織の微細化
や車輪とのすべり接触による塑性流動が形成される。

2. 2　X線フーリエ解析
　レールなど結晶性の物質に X線を照射した際に，
Braggの回折現象によって得られる回折 X線は，様々

回折X線を用いた表面層の分析によるレール削正量の検討
兼松　義一＊　　松井　元英＊＊　　上東　直孝＊

Study of Rail Grinding Amount by Surface Layer Analysis Using X-ray Diffraction

Yoshikazu KANEMATSU　　Motohide MATSUI　　Naotaka UEHIGASHI

　Rail grinding is so far carried out by many railway companies because of its effectiveness in suppressing 
squat. However, few studies have examined the amount of grinding required for rails which have never been 
grinded before. Hence, using a quantitative evaluation method of material state by diffraction X-ray analysis, the 
depth of surface layer affected by rolling contact was evaluated for rails with cumulative passing tonnage 
ranging from 100 to 700 million tons. As a result, it was found that the depth affected by rolling contact tends to 
increase to 0.5 to 1.5 mm with increase in cumulative passing tonnage.
キーワード：レール，転がり接触，X線フーリエ解析，硬さ試験，結晶方位解析
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な要因によってその高さ，形状が変化する。例えば，結
晶が一様にひずめば，その回折 X線の回折角度が移動
し，回折に寄与する結晶数が増減すればその積分強度が
増減し，不均一なひずみが増えれば回折 X線形状が広
がる。図 3に敷設レールから得られたフェライト相の回
折 X線ピークの一部の変化を示す。転がり接触を受け，
塑性変形することで，図 3で示すように回折 X線の回
折角度がシフトし，ブロードになっていることが分かる。
　回折 X線の変化は理論的に計算できることから，回折
X線ラインプロファイルを逆解析することで，結晶材料中
の格子欠陥に関する情報を得ることができる。回折 X線
の広がりに対する結晶子サイズと格子ひずみによる影響を

分離する方法の 1つがWilliamson-Hallプロット13）である。
なお，ここでの結晶子とは，回折に寄与する最小単位で結
晶粒の中で単結晶としてみなせる部分のことであり，金属
組織観察で確認される結晶粒とは異なる。よって，結晶子
サイズは結晶粒径より小さいか，もしくは等しくなる14）。
　Williamson-Hallプロットは，結晶方位によるひずみの
異方性を考慮していない。このため，鉄鋼材料についてこ
れらの方法を用いた解析は定性的な評価にとどまってい
た。Ungárらは結晶の弾性異方性や，転位によるひずみの
結晶方位異方性を考慮した新たな解析手法をmodified 
Williamson-Hall法および modified Warren-Averbach法と
して提案した15）16）。これらは回折 X線に現れる拡がりの異
方性を考慮しており，この方法により信頼性の高い転位密
度等の解析が実現した。

2. 3　X線フーリエ解析手順９）

　X線フーリエ解析による定量評価は，X線回折測定か
ら得られた波形情報をもとに以下のように行った。まず，
式 (1)に示す理論式から結晶子サイズの初期値α0を得る。

ΔK＝α0＋εK (1)

　ここで，Kは K＝2sinθ/λであり，X線測定において回
折ベクトルと呼ばれている。θとλは回折角および入
射 X線の波長である。これは，Williamson-Hallの式と
呼ばれ，最小二乗法による直線近似により，結晶子サイ
ズと不均一ひずみεを得る。しかし，前述したように弾
性異方性が，式 (1)では考慮されておらず，鉄鋼材料へ
の適用が難しかった。そこで，T. Ungárらは弾性異方性
を考慮して次式を含めた X線フーリエ解析を考案した。

ΔK＝α＋βKC̄1/2＋O(K2C̄) (2)

　ここで，βと Οは転位密度に関係する定数である。
C̄は転位コントラスト因子と呼ばれるもので，弾性異方
性を考慮するために導入された。この C̄因子は X線回
折の波形情報から実験的に求める場合と理論値から見積
もる場合とがあり，塑性変形状態に依存する。
　式 (1)で得られたα0を変化させて，最小二乗法によ
るフィッティングを繰り返しながら，式 (2)を満たすよ
うな，C̄因子，α，βおよび Οを決定する。次に，実
験的に転位密度を見積ることが可能な式 (3)を利用し，
決定した C̄因子を代入することで転位密度を算出する。

 (3)

　ここで，A(L)はレール鋼の Fe結晶から得られた各結
晶面での X線波形情報を擬フォークト関数（ガウス関

πb2

2ln A（L）＝γ－ρL2 K 2C＋P（K 2C）2ln⎛⎝
⎞
⎠

Re

L

図１　転がり接触を受けたレールの金属組織の例

図２　転がり接触による金属組織の模式的変化

図３　‌�未使用レールと敷設レールの回折X線の形状変
化の例
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数とローレンツ関数の組合せ関数）で近似した時の実部
フーリエ係数である。Lはフーリエ長さである。bはバー
ガースベクトルと呼ばれる材料固有値で，レール等の鋼
（bcc-Fe）の場合，0.248nmとなる。Reと Pは転位密
度に関係する定数であり，γは定数である。
　式 (3)において，フーリエ長さを変化させて最小二乗
法によるフィッティングを行い，右辺第二項を求め，第
二項中の ln(L)に対する傾きを求めることで，実験的に
転位密度ρを見積もることが可能となる。本研究では
式 (2)および式 (3)の結晶子サイズαと転位密度ρを
転がり接触疲労層の評価指標として求めた。

３．解析用レールの諸元

　解析対象としたレールは同一線区内（複線区間）の駅
間・直線区間とし，レール削正は未実施のものである。
また，レール種別は 60kgレール，当該区間の通過列車
の車輪形状は修正円弧踏面である。表 1に解析レールの
諸元を示す。以降，各レールは目標通トン数で表記する。
　X線フーリエ解析を含めた材料評価は，評価できる試
料の大きさに限りがあるため，レール長手方向および幅方
向（まくらぎ方向）から試料を採取する位置を考慮する必
要がある。レール長手方向の試料採取位置の選定は，解
析レールの長さ約 1.2mのうち，車輪との接触条件が厳し
いと考えられる箇所を選定することとした。そこで，レー
ル頭頂面凹凸測定器（HTR-8：原田製作所製）を用いて，
レール幅中心にてレール長手方向 1m区間の凹凸測定を行
い，その結果から凹凸の凸部分から試料を採取した。また，
車輪の転走面である照面が転がり接触を受けていること
から，レール幅方向（まくらぎ方向）は照面から採取した。

４．�X線フーリエ解析結果と従来評価方法（硬
さ分布 ･結晶方位解析）の比較

　これまで，転がり接触疲労層を評価する手法として，
加工硬化（塑性ひずみ量）に対する硬さ変化17）18），X線
による集合組織および結晶方位解析による結晶情報の変

化19）が検討されてきた。今回の X線フーリエ解析と従
来評価手法との対応を確認するために，7億トンレール
について，硬さ測定や結晶方位解析を実施した。

4. 1　X線フーリエ解析
　測定 X線には Cu-Kαを線源とするX線発生装置（リ
ガク社製，Smart Lab）を用いた。レールは一般的にパー
ライト組織（フェライト相とセメンタイト相の層状組織）
であり，フェライト相はセメンタイト相と比べると硬さが
低い。これまでの報告20）では，フェライト層に転がり疲
れによるき裂が形成される傾向がある。そこで，回折 X
線から得られたフェライト相の回折 X線ピークを解析対
象とした。得られた回折 X線について，専用解析ソフト
ウェアによってバックグラウンド除去の後，Kα1とKα2
を分離した。Kα1とKα2は二重ピークであるため，強度
の高い Kα1を解析対象とした。そして，分離した Kα1の
回折 X線に対して，各回折角θ［rad］における積分強度
を測定し，2章で記載した式よりフェライト中の格子ひず
みεを求めた。また，測定した回折面は，（110），（200），
（211），（220），（310）および（222）である。なお，測
定装置に起因する回折 X線の幅の拡がりを除去するため
の標準サンプルとして，LaB6パウダー（SRM 660b，
NIST）を用い，測定装置に起因する幅拡がりを除去した。
試料の深さ方向の評価のために，X線測定後，エメリー
紙による研磨および電解研磨を用いて所定の深さまで除
去する逐次電解研磨によって測定を繰り返した。
　7億トンのレールの車輪転走面である照面（GC約
3mm～35mmで車輪との接触による金属光沢）の中央付
近から 10×10×10mmの試験片を採取し，表層から深さ
方向に電解研磨をしながら，各深さ位置において 3回測
定を行い，X線フーリエ解析で評価した。X線フーリエ
解析から得られる結晶子サイズおよび転位密度の平均値
の結果を図 4に示す。ここで，結晶子サイズと転位密度は

表１　解析レールの通過トン数

図４　7億トンレールのX線フーリエ解析結果
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ともにX線フーリエ解析で見積ることができる指標で塑
性ひずみ量に関係があり，塑性ひずみが蓄積されると結晶
子サイズは小さく，転位密度は大きくなると考えられる。
　レール表層の転位密度は測定深さ中最も高い値であり，
転位密度はレール鋼の二円筒試験において微小き裂が形
成されると考えられる転位密度の閾値11）である 1×1015を
超えていた。また，結晶子サイズはレール表層が最も小
さい値であった。算出された両方の指標の変化が漸減し，
母材レベルまで低下した深さを転がり接触疲労層深さと
すると，約 1.5mmまで影響があることが明らかとなった。
この結果は X線を照射した面積中（レール幅方向約
10mm×レール長手方向約 3mm）の平均的な値である。

4. 2　硬さ分布測定
　7億トンレールの車輪転走面である照面（GC約 3mm
～35mmで車輪との接触による金属光沢）のうち照面中
央付近の GCから 22.5mm位置および 30.0mm位置の
レール幅方向断面について，マイクロビッカース硬さ試
験機を用いて，レール表層から深さ方向に分布測定を
行った。試験荷重は表層からの深さ 0.5mmまでは 1N，
それ以降は 3Nとした。保持時間は 15秒である。各測
定深さにおいて 3回測定を実施した。
　図 5に，硬さ測定結果の平均値の分布を示す。レール
表層では転がり接触の影響による加工硬化のため，硬さ
値が上昇しており，GC22.5mm断面では約 310HV，
GC30.0mm断面では約 360HVであった。また，表層か
ら内部にかけて GC22.5mm断面では約 0.2～0.3mm深
さ，GC30.0mm断面では 0.5～0.75mm深さまで硬化し
ていることがわかる。
　硬さ分布測定は，転がり接触よるひずみが蓄積した結果
として表れる加工硬化を評価するのに適し，一般的かつ簡
便な手法であるが，図 5のように測定する断面・位置によっ
て，その最大値や深さが異なることが明らかとなった。また，
硬さ分布測定は，任意の位置について硬さを連続的に評価
する1次元的な評価にとどまるため，評価可能な領域は限

定的であり，適切な評価位置を選択することが困難である。

4. 3　結晶方位解析
　結晶方位解析は，走査型電子顕微鏡の後方散乱電子回
折パターンを解析することで，微視的な結晶方位や結晶
系を測定することができる手法である。7億トンレール
の照面のうち GCから 19.5mm位置および 24.5mm位置
のレール幅方向断面について，結晶方位解析を行った。
なお，試験片は鏡面研磨後に電解研磨によって表層の加
工歪みを除去する必要があるため，4.2節の硬さ分布測
定を実施した断面から数 mm程度移動した断面とした。
測定条件は，倍率：90倍，測定領域：レール長手方向
1mm×レール深さ方向 2mm，測定間隔：1μmとした。
　7億トンレールの GC19.5mm断面および GC24.5mm
断面の逆局点図（IPF）を図 6に示す。逆局点図とは各
測定点の ND方向（本測定ではレールの高さ方向）と垂
直になっている結晶面の面指数を求め，カラーキーにし
たがって表示したものであり，レール高さ方向から見た
ときに，どの結晶面が見えているかを示すものである。
　両観察面とも，レール表層から約 1mm深さまでは青
色の部分が多く，（111）の集合組織が形成されていると
判断した。これは既往研究19）と一致する結果である。
各断面とも最表層は転がり接触によって結晶粒が微細化
しており，結晶粒が母材レベルに戻る傾向がある。結晶
方位解析は任意の断面を評価するため，2次元的な評価
と言える。そのため，レールの照面のようなレール幅方
向およびレール長手方向に広がりがあり，かつ深さ方向
の影響深さを評価する場合には，観察断面によってその

図６　7億トンレールの結晶方位解析結果図５　7億トンレールの断面硬さ分布測定結果
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結果は異なることがわかる。

4. 4　従来評価方法との比較に関する考察
　4.2節の硬さ分布測定および 4.3節の結晶方位解析に
よる転がり接触疲労層の評価は，定量的な値が得られる
が，評価断面によってその傾向が変わる。
　レール削正の目的のひとつは，レールに形成された転
がり接触疲労層を除去することである。その削正量を検
討するためにはレール幅方向に広がりを持つ車輪転走面
についてできる限り広範に評価することが適切であると
考えられる。X線フーリエ解析では，解析試料のサイズ
に制限を受けるが，その解析結果は X線を照射した面
積中の結晶の平均的な値をとり，車輪転走面を平均的に
評価できる。そのため，X線フーリエ解析がレール削正
の深さの検討に妥当な手法であると考えられる。

５．通トン別レールのX線フーリエ解析

5. 1　X線フーリエ解析結果
　表 1の各種レールについてそれぞれ 3回ずつ X線フー

リエ解析を実施した。X線フーリエ解析から得られる結
晶子サイズおよび転位密度の解析結果の平均値を図 7に
示す。いずれのレールも表層において結晶子サイズは最
も小さく，転位密度の値は測定した深さ領域のうち最も
大きい値となった。表層における結晶子サイズや転位密
度の値は，レールの使用履歴に依存すると思われるが，
今回対象とした解析レールの使用履歴の条件において，
転位密度は微小き裂が形成されると考えられる閾値11）で
ある 1×1015を超えていた。
　算出された両方の指標の変化が漸減し，母材レベルま
で低下した深さ（転がり接触疲労層深さ）を図 7中の破
線で示す。また，図 7中に，各レールの転がり接触疲労
層深さの一覧を記す。累積通過トン数の増加に伴い，転
がり接触疲労層深さも増加する傾向にあることが分かった。

5. 2　レール削正量の検討
　今回の X線フーリエ解析結果では，転がり接触疲労
層の深さは，1億トンレールで 0.5mm，7億トンレール
では 1.5mmであった。レール削正の目的である転がり
接触疲労層を除去することを考慮し，母材レベルまで復

図７　各種レールのX線フーリエ解析結果
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元する場合には，たとえばミリング式のレール削正車を
活用することや，削正量を増やした削正パターンでの
レール削正を実施することが必要になると考えられる。
一方で，図 7で示したように微小なき裂が形成される程
度の材料変化（転位密度が 1×1015以上）が生じている
深さは，どの通過トン数のレールにおいても 0.1mm以
内であり，一般的に使用されている削正量でも，最も除
去すべき領域が除去できると考えられ，削正の効果があ
ると考えられる。そのため，削正する線区の通過トン数
や削正車の運用・削正コスト等に応じて削正量を検討す
ることが必要となる。なお，文献 21では削正後 0.5億
トン経過時のレールの X線フーリエ解析結果に基づき，
効率的な削正間隔や削正量を報告している。これらの解
析結果を蓄積し，より効率的なレール削正を検討する必
要がある。

６．まとめ

　回折 X線を用いたレールの転がり接触疲労層の程度
を評価する手法を実レールへ適用するにあたり，従来の
評価手法である硬さ分布測定および結晶方位解析と比較
した。また，レール削正に必要な削正量の検討に資する
ため，レールの転がり接触疲労層深さを推定した。同一
線区の 1～7億トンのレールについて，X線フーリエ解
析を行った結果，以下のことが分かった。
①　  硬さ分布測定および結晶方位解析による転がり接触
疲労層の評価は，評価断面によってその傾向が変わ
ること，すなわち観察する断面で転がり接触疲労層
深さが変わることが明らかとなった。

②　  X線フーリエ解析では，X線を照射した面積中の結
晶の平均的な値をとり，車輪との転走面を平均的に
評価できる。そのため，X線フーリエ解析がレール
削正の深さの検討に妥当な手法であると考えられる。

③　  1～7億トンの X線フーリエ解析の結果，いずれの
レールも最表層において結晶子サイズと転位密度の
値は導入されたひずみの程度が大きいことを示して
いた。今回解析対象としたレールの使用履歴に依存
すると思われるが，レール鋼の二円筒試験において
微小き裂が形成される転位密度の閾値である 1×
1015を超えていた。

④　  各レールの転がり接触疲労層深さは，通過トン数の
増加に伴い，増加する傾向があり，1～7億トンに対
して，0.5～1.5mmであった。
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１．はじめに

　鉄道車両用車軸軸受は，車体重量によって作用するラ
ジアル荷重と走行中の車両の揺れなどによって発生する
アキシアル荷重を支える。車軸軸受がラジアル荷重を負
荷されながら回転すると，車軸軸受が取り付けられた車
軸に回転曲げによるたわみが発生するため，車軸軸受の
車輪側の内輪と車軸軸受の軸方向の取付け位置を決定す
る後ぶたの接触部において微小な相対すべり運動による
損傷，すなわちフレッチングが生じる１）。フレッチング
によって発生した金属摩耗粉が車軸軸受の内部に侵入す
ると，軸受の摩耗や潤滑剤の劣化が懸念される。さらに，
車軸軸受の軸方向の取付け位置の不整を引き起こす可能
性も考えられる。車軸軸受のフレッチング対策として車
輪側の内輪と後ぶたの間に Oリング２）や軸受材料より
も軟質な黄銅板の外周部にゴムが成形されたゴム付き当
板３）を挿入する方法が実用されているが，どちらもフ
レッチング摩耗粉の軸受内部への侵入を防止することは
可能であるものの，フレッチングそのものの発生を防止
するには至っていない。また，内輪と後ぶた間に部品を
挿入することは，部品点数が増えるうえ，組立て作業時
に取付けミスを引き起こす可能性がある。そのため，部
品点数を増やすことなく，車軸軸受のフレッチング摩耗
の対策を講じる手法を開発することは有意義であるが，
これについて取り組まれた事例はほとんど見当たらない。
　フレッチング摩耗を防止するためには，「設計改善」
や「材料選択」のアプローチについて検討する必要があ
る４）。「設計改善」の観点から，筆者らは，現用の後ぶ

たのオイルシールしゅう動面に円周方向の溝を加工して
後ぶたの剛性を低下させることによって内輪と後ぶたの
接触面間における半径方向の圧力分布をできるだけ均一
に近づけると，フレッチング摩耗が現用後ぶたを用いた
車軸軸受より低減できることを報告した５）。
　一方，「材料選択」の観点からは，後ぶたの内輪との
接触面（以下，「後ぶた接触面」という）を摩擦係数が
低く，密着性が高い上，後ぶたの変形にも追従できる硬
質膜で被覆することが有効であることを明らかにし
た６）。硬質膜の一種であるダイヤモンド状炭素（DLC, 
diamond‐like carbon）膜では，被覆した面の変形に追従
できる成膜法としてセグメント構造化が考案されてい
る７）８）。そこで本稿では，車軸軸受のフレッチング摩耗
を防止することを目的に，内輪との接触面をセグメント
構造 DLC膜（以下，「S‐DLC膜」という）で被覆した
後ぶたを用いて車軸軸受の台上回転試験を実施し，
S‐DLC膜によるフレッチング摩耗の防止効果について
検討した結果を報告する９）。

２．試験条件

2. 1　試験軸受
　台上回転試験に使用する軸受は，既報１）５）と同様，鉄
道車両用車軸軸受として広く使用されているグリース密
封形複列円すいころ軸受とした。図 1にその概略図を示
す。車軸軸受は，2列の軌道面を有する外輪と，内輪，
ころおよび保持器が一体となった組立品，ならびにオイ
ルシール，油切りおよび後ぶたによって構成されている。
内輪の材質は機械構造用合金鋼（SNCM420相当）の浸
炭材で，その表面硬さは 58‐62HRC（653‐746HV相当）

車軸軸受のフレッチング摩耗防止に対する
セグメント構造炭素膜の効果

岡村　吉晃＊　　鈴木　大輔＊　　生駒　一樹＊　　永友　貴史＊

Effects of Segment‐structured Carbon Film on Fretting Wear Prevention of Axle Journal Bearings

Yoshiaki OKAMURA　　Daisuke SUZUKI　　Kazuki IKOMA　　Takafumi NAGATOMO

　In an axle journal bearing of railway vehicles, it is necessary to mitigate the fretting wear that occurs between 
the contact surfaces of the inner ring and the backing ring. In this work, we investigated the preventive effect of 
segment‐structured carbon film on the fretting wear through rotation tests of full‐scale railway axle bearings 
with the backing ring side face coated with the film. As a result, we have found that the film is effective in 
suppressing the fretting wear generated on the contact surfaces between the inner ring and the backing ring of 
the axle bearings.
キーワード：車軸軸受，フレッチング，摩耗，ダイヤモンド状炭素膜，セグメント構造
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である。一方，後ぶたの材質は機械構造用炭素鋼 S45C
の焼ならし材で，硬さは 167‐229HBW（173‐243HV相
当）である。軸受の外径，内径および幅の各寸法は，そ
れぞれ ϕ220mm，ϕ120mmおよび 155mmである。なお，
内輪と後ぶたは車軸に締まりばめで取り付けられている。

2. 2　ダイヤモンド状炭素（DLC）膜
　金属材料の表面をセラミックスなどの硬質膜で被覆す
ると，しゅう動性，耐摩耗性，耐焼付き性および耐腐食
性等が向上することが知られている。そこで，内輪と後
ぶたに発生するフレッチング摩耗を防止するため，表面
処理の加工性や車軸軸受の生産性を考慮した上で，後ぶ
たの内輪との接触面を DLC膜で被覆することにした。
DLCの成膜は化学蒸着（CVD, Chemical Vapor Deposi-
tion）処理の一種であるプラズマ CVD法によって行い，
その成膜処理温度は 523K以下である。DLC膜の種類
は水素化非晶質炭素（a‐C:H, Hydrogenated Amorphous 
Carbon）膜であり，密着性を向上させるために基材（後
ぶた）との間にけい素（Si）の中間層を設けた。後ぶた
接触面にはりん酸塩被膜処理が施されているが，硬質膜
の密着性を向上させるため，成膜前にりん酸塩被膜を研
削加工によって除去して平滑にした。その結果，研削加
工前の後ぶた接触面の算術平均粗さ Raは 0.78μmで
あったが，研削加工によって Raは 0.13μmになった。
　図 2に DLC膜で被覆した後ぶた接触面の半径方向の
断面組織を示す。断面組織は走査電子顕微鏡（SEM，
加速電圧 15kV）を用いて観察した。なお，腐食液には
5%硝酸アルコール溶液（ナイタール）を用いた。DLC
は基材の形状に沿って成膜されており，その平均膜厚は
1.7μmであった。また，後ぶたの材質は S45Cの焼なら
し材のため，フェライトとパーライトの二相組織が認め
られる。
　DLC膜の特性を表 1に示す。なお，DLC膜の押込み
硬さ（HIT）は，計装化押込み硬さ試験の試験方法につ
いて定めた ISO 14577‐110）に準拠したナノ押込み硬さ
試験機を用いて，圧子の押込み深さが DLC膜の厚さの

約 1/10になる試験力で測定した。
　S‐DLC膜は後ぶた接触面にタングステン製メッシュ
ワイヤを配置した状態で DLC膜を被覆することで形成
される。メッシュワイヤは平織であり，メッシュワイヤ
の太さおよび目開きをそれぞれ 50μmおよび 204μmと
した。図 3に後ぶた接触面を被覆した S‐DLC膜の拡大
写真を示す。メッシュワイヤを配置したことにより，一
辺が約 200μmのセグメント構造が形成されている。
　図 4に S‐DLC膜で被覆した後ぶた接触面の外観およ
び断面曲線を示す。なお，断面曲線は表面粗さ測定機を
用いて半径方向の内径側から外径側に向けて測定した。
S‐DLC膜で被覆した後ぶた接触面の算術平均粗さ Ra

は 0.33μmであり，被覆前の算術平均粗さより大きい。
これは，接触面を S‐DLC膜で被覆したことによって表
面に凹凸が生じたためである。

図１　車軸軸受の概略図

図３　セグメント構造ダイヤモンド状炭素膜の拡大写真

図２　‌�ダイヤモンド状炭素膜で被覆した後ぶた接触面の
断面組織

表１　使用したダイヤモンド状炭素膜の特性
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2. 3　台上回転試験
　台上回転試験には鉄道総研が所有する車軸軸受耐久試
験装置を用いた。試験方法および試験条件は既報１）５）と
同じで，車軸軸受の分解検査が行われる一般的な走行距
離である 60万 km相当に達するまで回転試験を行った。
なお，運転中の軸受外輪の表面の最高上昇温度は周囲温
度に対して約 55Kで，車軸軸受の性能試験方法につい
て定めた JRIS J 045511）の規格値内（周囲温度 +70K以

下）であった。

３．試験結果

3. 1　外観観察および摩耗深さ分布測定
　図 5および図 6に S‐DLC膜で被覆した後ぶたを用い
た車軸軸受の回転試験後の後ぶた接触面および車輪側の
内輪大端面の外観と摩耗深さ分布を示す。摩耗深さ分布

図４　‌セグメント構造ダイヤモンド状炭素膜で被覆した後ぶた接触面の外観および断面曲線

図５　‌回転試験後の後ぶた接触面の外観および摩耗深さ分布

図６　‌回転試験後の車輪側の内輪大端面の外観および摩耗深さ分布
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は 2次元レーザ変位計を用いて円周方向に測定した。ど
ちらの面にも摩耗が認められ，内輪には赤褐色に変色し
たグリースが付着している。一般にフレッチング摩耗粉
は赤褐色の酸化鉄（III）（α‐Fe2O3）といわれている12）

ため，フレッチング摩耗粉が混入したグリースは赤褐色
を呈する。当該軸受の使用状況からフレッチング摩耗以
外の理由でグリースが赤褐色に変化したとは考えにくい
ことから，S‐DLC膜で被覆した後ぶた接触面と内輪大
端面の摩耗はフレッチング摩耗であったといえる。後ぶ
た接触面の摩耗は全域で発生しているが，特に最外径で
著しい。一方，内輪大端面の摩耗は後ぶたと接触してい
た領域でほぼ一様に発生している。

3. 2　表面観察および断面曲線測定
　図 5（b）および図 6（b）に示した摩耗深さ分布におい
て，フレッチング摩耗が著しかった領域（図中の赤印部）
と比較的軽微であった領域（図中の黄印部）のそれぞれ
について，表面観察と断面曲線測定を実施した。回転試
験中，後ぶたと内輪は円周上の同位相で互いに接触して
いた。
　初めに，フレッチング摩耗が著しかった領域の後ぶた
接触面および内輪大端面の拡大写真と断面曲線を図 7
および図 8に示す。図 7に示した後ぶた接触面のフレッ
チング摩耗は半径方向の外径側で著しく，摩耗深さは最

大約 0.22mmである。また，内径側の表面にはセグメン
ト構造が認められないものの，摩耗は軽微である。一方，
図 8に示した内輪大端面のフレッチング摩耗は半径方
向の中央から外径側にかけて発生しており，摩耗深さは
最大約 0.10mmである。
　次に，フレッチング摩耗が比較的軽微であった領域の
後ぶた接触面と内輪大端面の拡大写真と断面曲線を図 9
および図 10に示す。図 9に示した後ぶた接触面にはセ
グメント構造が認められ，摩耗はほとんど生じていない
ことがわかる。図 10に示した内輪大端面においてもフ
レッチング摩耗はほとんど認められない。また，後ぶた
との接触によって内輪大端面にはセグメントが転写され
ている。図 10（c）に示すように，転写された箇所の断面

図７　‌�回転試験後に摩耗が著しかった領域の後ぶた接触
面の拡大写真と断面曲線

図８　‌�回転試験後に摩耗が著しかった領域の内輪大端面
の拡大写真と断面曲線

図９　‌�回転試験後に摩耗が比較的軽微であった領域の後
ぶた接触面の拡大写真と断面曲線

図10　‌�回転試験後に摩耗が比較的軽微であった領域の
内輪大端面の拡大写真と断面曲線
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曲線を拡大すると，後ぶた接触面を被覆した S‐DLC膜
の凹凸が押し付けられたことによって，内輪大端面の表
面が塑性変形して凹凸の形状を示していることがわかる。

3. 3　エネルギー分散X線（EDX）による表面分析
　後ぶた接触面を被覆した S‐DLC膜が回転試験後に残
存しているかを確認するため，後ぶたの接触表面を走査
電子顕微鏡（SEM，加速電圧 15kV）で観察し，SEM
に取り付けられているエネルギー分散 X線分析装置
（EDX）を用いて元素分析を実施した。分析対象の元
素は鉄（Fe），および基材と DLC膜の中間層に含まれ
る Siとした。
　図 11に，フレッチング摩耗が著しかった領域である
図 7（a）の赤枠部（1）および（2）における SEM/EDX
像を示す。S‐DLC膜で被覆した回転試験後の後ぶた接
触面には Siが検出されていないことから，DLC膜がす
べてはく離したことを確認できる。なお，内径側に
S‐DLC膜が残存しているが，ここは内輪と接触してい
なかった部分である。

　次に，図 12にフレッチング摩耗が比較的軽微であっ
た領域の図 9（a）の赤枠部（1）～（3）における SEM/
EDX像を示す。表面観察においてセグメント構造が認
められた図 9（a）の赤枠部（1）では，S‐DLC膜が完全
に残存している。また，表面観察において茶色く変色し
ていた図 9（a）の赤枠部（2）では，S‐DLC膜がわずか
に残存していることが確認できる。さらに，表面観察に
おいてやや黒く変色していた図 9（a）の赤枠部（3）では，
S‐DLC膜は残存していない。以上のことから，S‐DLC
膜の摩耗は半径方向の外径側に向かうにしたがい，著し
くなっていることがわかる。

3. 4　グリース中の鉄分の定量
　S‐DLC膜によるフレッチング摩耗の防止効果を確認
するため，回転試験後に車軸軸受の車輪側の内輪組立品
から，保持器柱部の内側およびころ大端部に付着してい
たグリースを採取し，走査型蛍光 X線分析装置を用い
て鉄分を定量した。その結果を表 2に示す。なお，表中
には内輪との接触面を DLC膜で被覆していない現用後

図11　‌回転試験後に摩耗が著しかった領域の後ぶた接触面のSEM/EDX像

図 12　‌回転試験後に摩耗が比較的軽微であった領域の後ぶた接触面のSEM/EDX像
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ぶたの車軸軸受の結果も示している。
　どちらの採取位置においても，S‐DLC被覆品のグリー
ス中の鉄分は現用品より低い。特に，後ぶたとの接触部
に近い，ころ大端部から採取したグリースの鉄分の低下
が顕著である。

４．考察

　台上回転試験の結果，外観観察によって S‐DLC膜で
被覆した後ぶたにフレッチング摩耗が認められたが，
S‐DLC膜が後ぶた接触面に残存していたため，後ぶた
の摩耗は軽微であった。また，3.4節で述べたように，
S‐DLC膜で被覆した後ぶたを用いた車軸軸受の内輪か
ら採取したグリースに含まれる鉄分は現用品よりも低
かった。これらの結果は後ぶたのフレッチング摩耗が
S‐DLC膜によって低減できることを示している。以下
では，S‐DLC膜によって車軸軸受のフレッチング摩耗
が低減した理由について考察する。
　車軸軸受を車軸に圧入すると，現用後ぶたは車軸の
テーパ部をせり上がるようにして半径方向に拡大し，後
ぶたの内輪との接触面が変形する１）。そのため，現用後
ぶたの接触面を硬質膜で被覆しただけでは車軸の回転曲
げにともなう繰返しの変形に追従できず，硬質膜にき裂
やはく離が発生した６）。一方，硬質膜をセグメント構造
化すると後ぶた接触面が変形しても被膜に生じる応力が
緩和される７）ため，S‐DLC膜は後ぶた接触面の変形に
追従できたと考えられる。その結果，台上回転試験後に
も S‐DLC膜が残存していたと考えられる。また，3.2
節に示したように，S‐DLC膜で被覆した後ぶたと接触
していた内輪大端面にはセグメント構造が転写されてい
た。内輪大端面にセグメント構造が転写された領域では，
後ぶた接触面と内輪大端面のフレッチング摩耗はどちら
も軽微であった。この理由は，後ぶた接触面に被覆され
た S‐DLC膜が内輪大端面に食い込んで内輪と後ぶた間
の半径方向の相対すべり運動が拘束されることによっ
て，フレッチング摩耗が抑制されたためと考えられる。
以上のことから，S‐DLC膜は車軸軸受のフレッチング
摩耗を抑制する効果があると考えられる。

５．まとめ

　鉄道車両用車軸軸受の内輪と後ぶたの接触面で発生す

るフレッチング摩耗を防止するため，車軸の回転曲げに
ともなう後ぶた接触面の変形に追従して硬質膜のき裂や
はく離の発生を抑制できるセグメント構造ダイヤモンド
状炭素膜（以下，「S‐DLC膜」という）の効果について
検討した。後ぶた接触面を S‐DLC膜で被覆した車軸軸
受を用いて台上回転試験を実施した結果，以下の知見が
得られた。
　（1） 後ぶた接触面に S‐DLC膜が残存した領域では，

フレッチング摩耗はほとんど生じていなかった。
また，炭素膜が残存した領域と接触していた内輪
大端面には，S‐DLC膜の凹凸が押し付けられた
ことによって，セグメント構造が転写されてい
た。これは，後ぶた接触面の S‐DLC膜が内輪大
端面に食い込んで内輪と後ぶた間の半径方向の
相対すべり運動が拘束されることによって，フ
レッチング摩耗が抑制されたためと考えられる。

　（2） 台上回転試験後の内輪から採取したグリースに含
まれる鉄分は，後ぶた接触面を S‐DLC膜で被覆
したことによって低下する。

　以上のことから，後ぶた接触面を S‐DLC膜で被覆す
ると，車軸軸受のフレッチング摩耗を抑制できることが
わかった。
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１．はじめに

　歯車装置は，電車の走り装置において，駆動用電動機
である主電動機の駆動力を輪軸に伝える。この歯車装置
の潤滑剤として用いられるギヤ油は，図 1に示すよう
に，小歯車（主電動機軸側の歯車）と大歯車（車軸側の
歯車）のかみ合い部の潤滑を担っている。また，回転す
る大歯車によるギヤ油のはねかけにより，それぞれの歯
車軸に取り付けられている軸受の潤滑にも寄与している。
　電車の歯車装置用のギヤ油に求められる性能として

は，歯面や軸受の各接触面での高荷重（高接触面圧）に
耐えうる耐荷重性，高速回転時のかくはん熱などで劣化
しない耐熱性，台車検査・全般検査までの期間交換せず
に使用できる長期耐久性等のほか，低温における流動性
も挙げられる。潤滑油は一般に低温になると粘度が増大
し流動性が悪くなるため，寒冷地での留置などにより歯
車装置が長時間低温にさらされると，ギヤ油の流動性が
低下し，歯車装置の起動時に油が軸受の潤滑を必要とす
る接触面に十分行き渡らずに潤滑不良となり，焼付き等
が発生して起動不良となることがある。新幹線ネット
ワークが北海道をはじめとする寒冷地に拡大するにあた
り，新幹線車両の歯車装置に使用されるギヤ油は，低温
流動性の向上が求められている。これに対応し，鉄道総
研では過去に，－30℃の低温環境で安定した起動性能
を発揮する新幹線車両向けギヤ油（以下「寒冷地対応ギ
ヤ油」）を開発した。この寒冷地対応ギヤ油については，
これまで台上での低温起動性能試験による低温流動性の
評価，台上回転試験および現車走行試験による長期使用
時の劣化の評価をそれぞれ実施し，－30℃以下におけ
る十分な流動性，1台車検査期間の使用に対する十分な
耐久性を有していることをそれぞれ確認した１）２）。
　ところで，この寒冷地対応ギヤ油では，低温から常温
にかけての動粘度が新幹線車両で現在使用されているギ
ヤ油（以下「現行ギヤ油」）と比較して小さく抑えられ
ていることなどから，－30℃の環境で走行する車両以
外への適用においても，性能向上の効果が期待される。
そのひとつに，車両の起動加速度の向上がある。寒冷地
を走行する車両では，低温環境でのギヤ油の流動性の低
下により，起動時に軸受の潤滑不良が発生する可能性が
あるため，起動加速度が制限される。このとき，想定さ

低温流動性を向上したギヤ油による起動加速度の向上
木川　定之＊　　鈴村　淳一＊　　生駒　一樹＊

Improvement of Starting Acceleration by use of Gear Oil with Improved Low-temperature Fluidity

Sadayuki KIKAWA　　Junichi SUZUMURA　　Kazuki IKOMA

　This study explores effects of gear oil with improved low-temperature fluidity on improvement of starting 
acceleration of trains running in cold districts. In starting performance tests at -20℃, temperature rise of gearbox 
in acceleration region was suppressed using the gear oil with improved low-temperature fluidity. Suppressing 
effects on temperature rise of gearbox using gear oil with improved low-temperature fluidity was also confirmed 
under condition where starting acceleration was increased up to 2.9km/h/s. Accordingly, from these results, it is 
found that the use of gear oil with improved low-temperature fluidity is effective in improving starting 
acceleration in cold environment. Moreover, it is confirmed that the use of gear oil with improved low-
temperature fluidity tends to suppress gear oil temperature rise under conditions of operation at maximum speed.
キーワード：歯車装置，ギヤ油，起動加速度，低温流動性，低温起動性能試験

図１　電車用歯車装置の構造とギヤ油で潤滑される箇所
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れる低温環境においてギヤ油が十分な流動性を有してい
れば，起動加速度を向上できる可能性がある。そこで，
新幹線車両用歯車装置を使用した台上試験として，起動
加速度を向上した条件での低温起動性能試験（－20℃
環境）を実施し，寒冷地対応ギヤ油による新幹線車両の
起動加速度向上の実現可能性を検討した。また，同じく
新幹線車両用歯車装置を使用した台上試験として，常温
での回転試験を実施し，寒冷地対応ギヤ油使用時の各部
の温度上昇の特性を現行ギヤ油使用時と比較した。

２．寒冷地対応ギヤ油の概要

　寒冷地対応ギヤ油は，1章で述べたように，－30℃の
低温環境で安定した起動性能を有するギヤ油として開発
したものである。寒冷地対応ギヤ油と現行ギヤ油の組成，
代表性状，および低温起動性能試験結果の比較を表１１）

に示す。寒冷地対応ギヤ油では，高度精製鉱油（グルー
プ III）を主体とした基油の採用，および粘度指数向上
剤の配合により，高温での粘度を現行油と同程度としな
がら低温流動性を大幅に改善している。このほか，寒冷
地対応ギヤ油では現行ギヤ油と比較して酸化安定性が向
上していること，潤滑性能が同等以上であることを試験
により確認している。歯車装置の低温起動性能について
は実車の歯車装置を用いた－30℃での起動試験により，
実使用環境での耐久性については 1台車検査期間の現
車走行試験によりそれぞれ確認している１）。

３．低温起動性能試験

　寒冷地対応ギヤ油による起動加速度向上の可能性につ
いて検討するため，新幹線車両用の歯車装置を使用し，
－20℃の環境下において，起動加速度を向上した条件

での低温起動性能試験を実施した。なお，使用した歯車
装置は実車使用品を再整備したものであり，また低温起
動性能試験に先立って実施した常温回転試験（4章に詳
細を示す）にも用いている。

3. 1　試験方法
　試験に供するギヤ油を入れた歯車装置を台上試験用の
装置に設置（図 2）したのち室内を－20℃に冷却し，回
転試験を実施した。試験中は，小歯車軸受，大歯車軸受
それぞれの外輪温度，油温（排油栓内），および試験室
内温度を測定し，2秒ごとに記録した。
　起動良否の判定は，軸受外輪の 10秒ごとの温度上昇
を指標にし，過去の実施例１）にならって以下のように
設定した。
・ 良判定…試験中に，潤滑不良によるとみられる顕著な
温度上昇が発生しない場合（目安：温度上昇 3.0℃
/10s以下）。
・ 否判定…試験中に，軸受が焼き付くような温度急上昇
が発生した場合。

表１　寒冷地対応ギヤ油と現行ギヤ油の組成，代表性状および低温起動性能試験結果１）

図２　低温起動性能試験における試験装置の構成
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　低温起動性能試験の試番と試験条件は表 2に示すと
おり，寒冷地対応ギヤ油 4試番，現行ギヤ油 2試番と
した。
　試験に供したギヤ油の動粘度および粘度指数の実測値
を表 3に示す。寒冷地対応ギヤ油では起動加速度を現行
の起動加速度以上の 2.0～2.9km/h/sの条件で試験を実
施した。現行ギヤ油では起動加速度を現行の加速度に最
も近い 2.0km/h/sのみとし，寒冷地対応ギヤ油の試験か
ら継続して使用した軸受で 1試番（試番 5）の試験を実
施したのち小歯車軸受を未使用品に交換し，同条件での
試験を逆転のみ実施した（試番 6）。なお，試番 1の実
施前には寒冷地対応ギヤ油によるフラッシング，試番 5
および試番 6の実施前には現行ギヤ油によるフラッシ
ングを実施している。油量は，潤滑状態が厳しい条件で
の試験を行うため，油面計長線（規定の油面位置 油量 
4.2L）から－2目盛相当（3.4L）とした。また，歯車装
置の姿勢は大小歯車軸水平（定員乗車相当）とした。エ
ンドプレイ値は，試番 1～5では常温試験実施前に 20℃

換算で小歯車側 0.12mm（使用した歯車装置における整
備基準値：0.12～0.18mm），大歯車側 0.12mm（使用し
た歯車装置における整備基準値：0.12～0.15mm）にそ
れぞれ調整した状態で実施し，試番 6においては軸受交
換後に小歯車軸側のみ 20℃換算で 0.12mmに再調整し
た。
　回転パターンは，試験歯車装置を使用している車両の
性能をもとに決定した運転曲線を 3段階で加速するパ
ターン（図 3）に近似し，設定する加速度ごとに小歯車
軸回転数と運転時間の関係をそれぞれ表 4のように定
めた。最高速度相当の回転数（5606min-1，R3）に到達
後は，1800秒回転させたのち試験終了とした（t3～t4）。

3. 2　試験結果
3. 2. 1　�寒冷地対応ギヤ油と現行ギヤ油の低温起動性

能の比較
　低温起動性能試験において起動加速度を 2.0km/h/sと
した試番の試験結果について表 5に示す。また，試験中
の軸受外輪温度（最大温度上昇値が最も大きかった小歯
車軸受の車輪側（以下 PW軸受））の推移を図 4，油温
の推移を図 5に示す。開始温度－20℃，起動加速度
2.0km/h/sの条件では，表 5に示すように，寒冷地対応
ギヤ油，現行ギヤ油とも良判定であり，また現行ギヤ油
で小歯車軸受交換後の試番 6においても良判定である。

表４　低温起動性能試験における各試番の運転パターン

図３　低温起動試験の回転パターン

表２　低温起動性能試験の試番と試験条件

表３　�試験に使用したギヤ油の動粘度および粘度指数の
実測値
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しかし，温度上昇の最も大きい PW軸受外輪の温度推
移を比較すると，図 4に示すように，正転，逆転とも，
寒冷地対応ギヤ油使用時の起動直後からの温度上昇が現
行ギヤ油使用時と比較して小さい傾向が認められる。特
に逆転においては，表 5に示すように最大温度上昇値に
差があるほか，PW軸受外輪温度において 300秒付近で
8～12℃の差が生じている。これより，－20℃の環境下

で加速度を 2.0km/h/sまで向上した条件においては，寒
冷地対応ギヤ油を使用することにより現行ギヤ油使用時
と比較して起動直後の温度上昇を抑制でき，より安定し
て歯車装置を起動可能であると推定される。
　また，図 5に示す油温の比較においては，正転，逆転
とも最高回転数での回転時に寒冷地対応ギヤ油の温度が
低い傾向が認められる。

図５　�低温起動性能試験（環境温度－20℃）における寒冷地対応ギヤ油と現行ギヤ油の油温の推移の比較（起動加
速度2.0km/h/s）

図４　�低温起動性能試験（環境温度－20℃）における寒冷地対応ギヤ油と現行ギヤ油の軸受外輪温度（PW）の推
移の比較 （起動加速度2.0km/h/s）

表５　低温起動性能試験（環境温度－20℃）　試験結果 （起動加速度2.0km/h/s）

特集：材料技術
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3. 2. 2　�寒冷地対応ギヤ油における加速度向上と温度
推移の関係

　寒冷地対応ギヤ油を使用し，加速度 2.0～2.9km/h/sと
した試番の試験結果を表 6，試験中の軸受外輪温度の推
移を図 6に示す。表 6に示すように試験結果はすべて
良判定である。また，図 6に示すとおり，正転，逆転と
も 2.9km/h/sに加速度を向上しても PW軸受外輪温度の
推移に顕著な差は認められず，さらに起動時の PW軸
受外輪の温度上昇は現行ギヤ油で加速度 2.0km/h/sとし
たとき（図 4）と比較して低減されている。これより，
寒冷地対応ギヤ油は，－20℃下で加速度を 2.9km/h/sま
で向上しても安定して歯車装置を起動できる低温流動性
を有すると推定される。
　以上 3.2.1～3.2.2項に示した結果から，－20℃の環境
下で起動加速度を向上した条件において，寒冷地対応ギ
ヤ油を使用することにより，現行ギヤ油を使用する場合
と比較してより安定して，またより高い加速度まで歯車
装置を起動可能であることが認められる。

４．常温回転試験

　開始時の油温を 30℃として最高走行速度相当の回転
数での回転試験を実施し，寒冷地対応ギヤ油使用時と現
行ギヤ油使用時の常温から高温における温度上昇を比較
した。なお，3章で述べたように，常温回転試験は低温
起動性能試験に先立って実施している。

4. 1　試験方法
　試験ギヤ油を入れた歯車装置について，試験室中で油
温を 30±1℃に調整したのち，歯車装置を使用する車両
の最高速度走行相当の回転数（5606min-1）で回転試験
を実施した。試験は正転，逆転各 1試番を寒冷地対応ギ
ヤ油と現行ギヤ油それぞれで実施した。最高回転数まで
の加速度は，いずれの試番も車両の加速度に換算して約
1.5km/h/s相当（概ね 30.6min-1/s）とした。
　試験中は低温起動性能試験と同様に軸受外輪温度，油
温，および試験室内温度を測定し，軸受外輪温度または
油温のうちいずれか 1点が 100℃に達した時点で試験終
了とした。測定した温度は 2秒ごとに記録した。油量は

図６　�低温起動性能試験（環境温度－20℃）における起動加速度に対する軸受外輪温度（PW）の推移の比較 （寒
冷地対応ギヤ油）

表６　低温起動性能試験（環境温度－20℃）試験結果（寒冷地対応ギヤ油 起動加速度2.0～2.9km/h/s）

特集：材料技術
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油面計長線（4.2L），歯車装置姿勢は大小歯車軸水平（定
員乗車相当）とした。エンドプレイ値は最もすきまが小
さく厳しい条件として，20℃換算で小歯車側 0.12mm
（基準値 0.12～0.15mm），大歯車側 0.12mm（基準値
0.12～0.18mm）にそれぞれ調整した。

4. 2　試験結果
　各試番での試験終了までの時間を表 7に，正転時，逆
転時それぞれの試験中の油温の推移を図 7に示す。現行
ギヤ油，寒冷地対応ギヤ油どちらも油温が最も早く
100℃に到達し，また異常を示すような急激な温度上昇
は軸受外輪温度，油温とも認められなかった。
　表 7に示すように，寒冷地対応ギヤ油使用時に油温が
100℃に到達するまでの時間を現行ギヤ油使用時と比較
すると，正転，逆転とも寒冷地対応ギヤ油が 180秒程
度長い。また，図 7に示す油温の比較より，寒冷地対応
ギヤ油使用時の油温の上昇が現行ギヤ油使用時と比較し
て小さいことがわかる。
　以上から，寒冷地対応ギヤ油を使用した場合，現行ギ
ヤ油を使用した場合と比較して，歯車装置の温度上昇を
抑制できる可能性が考えられる。ただし，実車走行時の
歯車装置の油温や軸受温度については，歯車装置の回転
に起因する上昇のほかに，運転パターンや走行風など，

走行条件も寄与することに留意する必要がある。

５．まとめ

　低温流動性を向上した新幹線車両用ギヤ油（寒冷地対
応ギヤ油）を用いることによる起動加速度向上の検討と
して，起動加速度を増加させた条件での歯車装置の台上
回転試験による低温起動性能の評価，常温での台上回転
試験による温度上昇の評価を実施した。－20℃環境下
における低温起動性能試験では，現行より高い起動加速
度である 2.0km/h/sの条件で寒冷地対応ギヤ油使用時に
おける起動時の温度上昇が現行ギヤ油使用時と比較して
抑制されること，寒冷地対応ギヤ油使用時は起動加速度
2.0～2.9km/h/sの範囲で温度上昇が同程度であることか
ら，寒冷地対応ギヤ油を使用することによって現行ギヤ
油を使用する場合と比較してより安定して，またより高
い起動加速度まで歯車装置を起動可能であると認められ
た。また，常温での台上回転試験において油温が 100℃
に達するまでの時間を比較し，正転，逆転とも現行ギヤ
油と比較して寒冷地対応ギヤ油がより長い傾向にあるこ
とを確認した。
　以上から，新幹線車両の起動加速度向上のための方策
として，寒冷地対応ギヤ油を用いることは有用であると
認められる。
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図７　常温回転試験における油温の推移の比較

表７　�常温回転試験における油温100℃到達までの試
験時間
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１．はじめに

　鉄道車両の台車の車軸軸受は，車体を支持しながら車
軸の円滑な回転を保持する重要な部品である。車軸軸受
に損傷が発生して進展した場合，軸受が焼付き，自走が
困難になる可能性がある。そのため，車軸軸受に発生し
た損傷は早期に検知されることが求められる１）２）。
　現在，車軸軸受は温度によって監視されることが一般
的であり，在来線の一部では特定の温度で色が変わる不
可逆性示温シール１），新幹線では高温時に内部のケーブ
ルが切断する軸温検知センサ２）が車軸軸受を収納する
軸箱に取り付けられている。しかしながら，これらによっ
て検知される程度にまで軸箱の温度が上昇した場合，損
傷は相当に進行していることが想定される。
　筆者らはこれまで，図 1に示す軸箱上に設置される軸
ばね防振ゴムに圧電素子を内蔵させ，車軸軸受の損傷に
起因する異常振動を検知する手法を検討してきた。圧電
素子は加わった振動に応じて，電気信号を発生させる特
性がある。その結果，圧電素子から発生した電気信号を
解析することにより，軸箱の温度が上昇する前に軸受の
損傷を検知できることがわかった３）。一方，本手法では
軸ばね防振ゴムに内蔵した圧電素子から車上までケーブ
ルで配線した上で，得られた電気信号を解析する必要が
ある。実車両においてこれらの作業をすることは煩雑で
あり，本手法における課題であった。このような課題を
解決する手法の一つとして，無線装置を用いて損傷の検
知を通知する手法が想定されるが，軸箱上では無線装置

の送信機を駆動させる電源の確保が困難である。
　そこで，送信機を駆動させる電力を確保する技術とし
て，圧電素子のように電気信号を発生させる材料から生
じる微小な電力を蓄えて活用するエナジーハーベスティ
ングの活用を検討した４）。この技術を活用し，車軸軸受
の損傷に起因して発生する異常振動によって軸ばね防振
ゴムに内蔵した圧電素子から発生する電力を送信機の駆
動に活用できれば，自律して損傷を検知し，さらに通知
するシステム（以下，自律型損傷検知システム）となる
ことが想定された。本論文では本想定に基づき，作製し
た自律型損傷検知システムの概要を示すとともに，基本
性能および損傷検知性能を評価した結果について示す。

２．自律型損傷検知システムの概要

　自律型損傷検知システムは，同システム用の軸ばね防
振ゴム（以下，損傷検知用防振ゴム）および無線装置の
受信機で構成される。以下にシステムの概要を示す。

2. 1　損傷検知用防振ゴム
　損傷検知用防振ゴムの概略図を図 2に示す。図 2に

自律型損傷検知システムによる車軸軸受の損傷検知
間々田　祥吾＊　　太田　達哉＊　　宮本　修吏＊＊　　岡村　吉晃＊＊＊

Autonomous Damage Detection System for Damage of Axle Bearings of Railway Car Bogies

Shogo MAMADA　　Tatsuya OHTA　　Masashi MIYAMOTO　　Yoshiaki OKAMURA

　Axle bearings of railway car bogies are important parts that support the running of the cars. It is desirable to 
detect damage to axle bearings at an early state. Therefore, an autonomous damage detection system (ADDS) 
was developed that does not require a power supply nor wiring and notifies axle bearing damage to the vehicle 
after detecting. The ADDS utilized an anti-vibration rubber with a built-in piezoelectric element and wireless 
transmitter; which was installed on the axle box. The damage detection performance of the ADDS was evaluated 
using a test machine. In the case of a damaged bearing, the power generated by the piezoelectric element built-in 
the rubber could drive the radio transmitter, and the damage could be notified.
キーワード：車軸軸受，自律型損傷検知システム，軸ばね防振ゴム，圧電素子，無線送信機

図１　軸ばね防振ゴムの設置箇所
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示すように，損傷検知用防振ゴムには，発電部位，蓄電
部位および送信部位の 3つの部位を設けた。各部位はゴ
ムに溝を設けることによって各部位を構成する部材を収
納できる。以下に，各部位の概要を示す。
2. 1. 1　発電部位
　発電部位には，圧電素子としてチタン酸ジルコン酸鉛
（以下，PZT）を利用した発電モジュールを収納した。
発電部位は 2箇所あり，それぞれに発電モジュールが 1
体ずつ収納される。発電モジュールは直径 50mm，厚さ
2mmの円盤状の PZTを 2枚積層したものを利用した。
なお，積層する際には PZTと電極の間に直径 50mm，
厚さ 0.5mmの導電ゴムを介在させた。これは，過去の
知見において，導電ゴムを介在させた場合に発電モ
ジュールの発電性能が向上することが見出されたためで
ある５）。また，図 2に示すように，発電部位の厚さは，
蓄電部位および送信部位よりも厚くした。これは，収納
した発電モジュールに確実に荷重を加えるためである。
2. 1. 2　蓄電部位
　蓄電部位には，発電モジュールから発生する電力を整
流するダイオードを利用した整流回路，整流された電力
を蓄電するキャパシタ，キャパシタの端子間電圧が 5V
に達した場合にキャパシタから送信機に電力を供給する
スイッチングレギュレータ回路 LTC3588（アナログ・
デバイセズ株式会社製）を収納した（図 3）。整流回路

は 2体の発電モジュールから発生する電力に個別に対
応するため 2系統とし，個々の発電モジュールから発生
した電力を足し合わせてキャパシタに蓄電できる。また，
キャパシタの静電容量は，送信機を駆動させるために最
低限必要な電力を考慮して 220μFとした。
2. 1. 3　送信部位
　送信部位には，無線装置の送信機を収納した（図 4）。
送信機には，大きさや消費電力を考慮し，周波数 315MHz
帯，送信出力 0.3mWの特定小電力無線局を利用する IM-
315TRX（インタープラン株式会社製）を選定した。なお，
蓄電部位および送信部位の厚さを発電部位よりも薄くし
たのは，同部位に直接荷重が加わることによって，収納し
た部材が損傷するのを防止するためである。

2. 2　無線装置の受信機
　無線装置の受信機は送信機と同じ IM315TRX（イン
タープラン株式会社製）とした。受信機は送信機からの
無線を受信した場合，LEDが約 1秒点灯した後に自動
的に消灯し，次の電波が受信されるまで待機状態となる。

３．自律型損傷検知システムの基本性能

3. 1　損傷検知用防振ゴムの静的ばね定数
　損傷検知用防振ゴムは現用の軸ばね防振ゴムと交換し

図２　損傷検知軸ばね防振ゴムの概略図

図３　蓄電部位の状況 図４　送信部位の状況

特集：材料技術

鉃道総研報告　Vol.36,  No.11,  202244



て使用することを想定している。そのため，防振ゴムと
しての防振性能を示すばね定数は，現用の軸ばね防振ゴ
ムと同等とする必要がある。
　そこで，作製した損傷検知用防振ゴムに，2体の発電
モジュールを収納した状態で静的載荷試験を実施し，ば
ね定数を測定した。その結果，損傷検知用防振ゴムのば
ね定数は現用の軸ばね防振ゴムのばね定数の±10%の
範囲内に収まることがわかった。また，台車に設置した
場合に想定される最大荷重を負荷した場合でも，蓄電部
位および送電部位には荷重が直接加わらなかった。

3. 2　損傷検知用防振ゴムの発電性能
　損傷検知用防振ゴムの発電性能を評価するため，損傷
検知用防振ゴムを動的加振試験機に設置し，厚さ方向に
正弦波の荷重を加える加振試験を実施した。加振試験の
状況を図 5に示す。
　加振試験の条件は，台車に設置した際に加わる荷重を
想定し，平均荷重を 50kN，振幅荷重を 1kN，5kNおよ
び 10kN，加振周波数を 0.1Hz，1Hzおよび 10Hzとした。
加振試験では，損傷検知用防振ゴムの発電性能を評価す
るため，キャパシタの端子間電圧を測定した。
　加振試験における加振時間とキャパシタの端子間電圧
の関係の結果例を図 6に示す。図 6（a）は振幅荷重 1kN
における加振周波数 0.1Hz，1Hzおよび 10Hzの結果を
示し，図 6（b）は加振周波数 1Hzにおける振幅荷重
1kN，5kNおよび 10kNの結果を示す。
　図 6（a）より，同じ振幅荷重の場合，同じ加振時間に
おける端子間電圧は 10Hzが最も大きく，次いで，1Hz，
0.1Hz順であった。また，図 6（b）より，同じ加振周波数
の場合，同じ加振時間における端子間電圧は 10kNが最
も大きく，次いで，5kN，1kN順であった。これらの結
果より，損傷検知用防振ゴムの発電性能は加振周波数お
よび振幅荷重の増加に伴って向上することがわかった。
また，図 6（b）に示すように，振幅荷重 5kNおよび
10kNの場合，キャパシタの端子間電圧が 5Vに達した後，
約 3.5Vまで急激に低下している。これは，キャパシタの

端子間電圧が 5Vに達したことによって蓄電部位のス
イッチングレギュレータが動作し，送信機に電力が供給
されたためである。この際，受信機において電波が送信
されたことを確認した。また，電力量が約 3.5Vに減少
した後は，再び 5Vになるまで増加し，再度送信機に電
力が供給されて電波が送信された。
　次に，送信機を駆動させるための条件を検討した。圧
電素子を用いてキャパシタに蓄電する場合，入力される
電圧が高いほど蓄電されやすい６）。そこで，加振試験に
おいて発電モジュールから発生する電圧を測定し，最大
値と最小値の差を発生電圧として求めた。振幅荷重と発
生電圧の関係を図 7に示す。発生電圧は 2体の発電モ
ジュールのうち，小さい方の値である。また，図中の網
掛けは送信機が駆動し，無線が送信した条件である。
　図 7より，発生電圧は振幅荷重に比例して増加し，加
振周波数の増加に伴って増加している。これは，キャパ
シタの端子間電圧と同様の傾向である。発電モジュール
の発生電圧が振幅荷重および加振周波数の増加に伴って

図５　加振試験の状況

図６　加振時間とキャパシタの端子間電圧の関係

図７　加振試験における発生電圧

特集：材料技術
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増加した要因としては，過去の検討において PZT自体
の発生電圧が同様の傾向を示す結果が得られている６）

ことから，PZTの特性によるものと考えられる。また，
本加振試験では，どちらか一方の発電モジュールからの
発生電圧が約 13V以上の場合に端子間電圧が 5V以上
となり，送信機から電波を送信できることがわかった。
　以上，加振試験の結果，損傷検知用防振ゴムに加わる
振動に伴う荷重振幅が大きく，周波数が高いほど発電性
能が向上することがわかった。また，送信機を駆動させ
るための電力を確保するためには，一定以上の発電モ
ジュールからの発生電圧が必要であることがわかった。

４．自律型損傷検知システムの損傷検知性能

　自律型損傷検知システムの損傷検知性能は，鉄道総研
が所有する車軸軸受耐久試験装置に人工的な損傷を付与
した軸受（以下，損傷軸受）を取付けて実施した試験（以
下，損傷検知性能評価試験）によって評価した。試験状
況を図 8に示す。

4. 1　損傷軸受
　試験に用いた損傷軸受は，外輪軌道面に人工的に圧こ
んを付与した後，圧こんを起点としたはく離を発生させ
たものである。外輪のはく離は軸受に発生する損傷の一
つであり，はく離が進展した場合，はく離片がグリース
中に混入して潤滑不良などを引き起こし，焼付きに至る

可能性がある。
　損傷軸受のはく離は，圧こんの付与後に試験装置に取
付け，鉛直方向に約 50kNの荷重を負荷させたまま主軸
を速度 300km/h相当で回転させ，水平方向に 14.7kNの
荷重を 5秒おきに 5秒間繰り返し負荷させることに
よって発生，進展させた。はく離の発生，進展状況を図
9に示す。図 9に示すように，100,000km走行相当の回
転以降に明確なはく離が発生し，走行距離の増加に伴っ
て進展している。なお，200,000km走行相当の回転後
のはく離の大きさでは軸箱の温度での検知は困難である。

4. 2　損傷検知性能の評価方法
　自律型損傷検知システムの損傷検知性能は，損傷検知
用防振ゴム内のキャパシタの端子間電圧および発電モ
ジュールからの発生電圧を測定して評価した。測定は圧
こんの付与前（0km），および圧こんの付与後 50,000km
走行相当毎に実施した。測定の際は，鉛直方向に約 50kN
の荷重を負荷させた状態で主軸を 30km/h～300km/hの速
度に相当する回転数で回転させた。はく離の位置は，図
8に示すように荷重が最も加わる負荷圏中央とした。ま
た，損傷検知用防振ゴムの配置は，図 10に示すように，
発電部位がはく離の直上になる配置（以下，配置 A）お
よび蓄電部位および送信部位がはく離の直上になる配置
（以下，配置 B）の 2種類の配置とした。

図８　損傷検知性能評価試験の状況

図９　損傷検知性能評価試験で用いた損傷軸受のはく離の発生および進展の状況

図10　試験における損傷検知用防振ゴムの配置

特集：材料技術
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4. 3　自律型損傷検知システムによる損傷検知性能
　測定後 5分間での端子間電圧の最大値を図 11に示す。
同図（a）は配置 A，（b）は配置 Bの結果である。なお，
5分間で端子間電圧が 5Vに達しない場合，端子間電圧
はその後もほとんど増加せず，送信機も駆動しなかった。
　図 11に示すように，配置 A，Bともに走行距離の増加
に伴って端子間電圧が増加している。これは，走行距離
の増加に伴ってはく離が進展し，はく離の進展に伴って
軸箱の振動が増加することにより，損傷検知用防振ゴム
内の発電モジュールに加わる荷重が増加するためと考え
られる。なお，本試験において別途測定した軸箱の振動
加速度は，走行距離の増加に伴って増加していた。一方，
同じ試験条件における端子間電圧の最大値を配置 Aと B
で比較した場合，配置 Aの方が大きく，発電性能が高い
ことがわかった。なお，配置 Aでは，はく離が発生した
後，50,000km～100,000km走行相当の回転後に 70km/h
以上相当で回転した場合に検知できる可能性がある。

4. 4　無線送信機を駆動させるための条件
　図 11に示したように，端子間電圧の最大値は配置 A
と Bで異なる結果となった。この要因を把握するため，
加振試験と同様に，端子間電圧および発生電圧の測定結
果を用いて，端子間電圧が 5Vに達し，送信機を駆動さ
せるための条件を検討した。
　配置 A，Bにおける測定開始直後の端子間電圧，発生
電圧の結果の例として，100,000km走行相当の回転後
における回転速度が 110km/hの場合の結果を図 12に示
す。同図（a）は端子間電圧，（b）は発生電圧である。

　図 12より，配置 Aは配置 Bよりも端子間電圧，発生
電圧ともに大きい。そこで，配置 Aと配置 Bにおける
発電性能の違いを評価するため，測定開始 1秒後の端子
間電圧の結果から，以下の式を用いて電力量を算出した。

 (1)

　ここで，Wは電力量（J），Cは静電容量（C/V），V1s

は測定開始 1秒後の端子間電圧（V）である。
　図 12（a）の結果から算出した電力量 Wは配置 Aが
0.21mJ，配置 Bが 0.02mJであった。この結果より，電
力量が大きいほど端子間電圧が向上することが想定され
た。そこで，全ての試験条件における電力量と端子間電
圧の最大値の関係を求めた結果を図 13に示す。
　図 13より，配置 A，Bともに，電力量の増加に伴っ
て端子間電圧の最大値が増加する傾向がある。その一方

W＝ CV1S
21

2

図11　端子間電圧の最大値

図12　端子間電圧および発生電圧の測定結果例
（100,000km走行相当回転後，回転速度110km/h）

図 13　端子間電圧と電力量の関係

特集：材料技術
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で，同じ電力量における配置 Aと配置 Bの端子間電圧
を比較すると，配置 Bの端子間電圧が全体的に低い。
また，端子間電圧が 5Vに達する電力量の条件として，
配置 Aの場合は 0.05mJ以下の場合もあるが，配置 B
の場合は 0.05mJ以上でも達しない場合がある。この結
果より，電力量の大きさは配置によって違いがみられ，
端子間電圧が 5Vに達する条件としては，電力量以外の
要因が影響する可能性があることがわかった。
　そこで，加振試験の場合と同様の方法で発生電圧の影
響について検討した。例として，図 12（b）に示した結
果の場合，配置 Aでは約 18.9V，配置 Bでは約 7.9Vで
ある。発生電圧と端子間電圧の最大値の関係を図 14に
示す。ただし，図には加振試験の場合と同様に，2体の
発電モジュールのうち，小さい方の発生電圧を示す。
　図 14より，配置 A，Bともに発生電圧の増加に伴っ
て端子間電圧は増加し，発生電圧が約 14V以上の場合
に端子間電圧が 5Vに達している。この値は，加振試験
で得られた結果（約 13V）とほぼ同等である。
　以上の結果より，送信機を駆動させるには，発電モ
ジュールからの発生電圧の大きさの影響が大きいことが
わかった。また，配置 Bと比較して配置 Aの発生電圧
が高く，送信機を駆動しやすい要因としては，配置 A
の場合，損傷検知用防振ゴムの発電部位がはく離の直上
である負荷圏中央に位置しており，発電モジュールに荷
重が加わりやすいことが考えられる。

５．実際の走行における損傷検知手法の提案

　損傷検知用防振ゴムを実際の台車に設置した場合は，
走行時に発生する様々な振動が防振ゴムに加わるため，
通常の走行時でも無線が送信される可能性がある。その
一方で，車軸軸受に損傷が発生した場合は，無線の送信
頻度が高くなると考えられる。そのため，図 15に示す
ように，通常の走行と損傷発生時の走行における無線の
送信間隔の違いによって損傷を検知できると考えられる。
　さらに，実際の車両に自律型損傷検知システムを設置
する場合，受信機は車体に設置することを想定している
ため，受信感度などによる設置位置の選定が必要となる。

６．まとめ

　自律型損傷検知システムとして，圧電素子および無線
装置の送信機を内蔵した損傷検知用防振ゴムを作製し，
基本性能および損傷検知性能を評価した。
　その結果，基本性能として，損傷検知用防振ゴムに加
わる荷重の振幅が大きく，周波数が高いほど圧電効率が
向上することがわかった。また，損傷検知性能として，
軸受に損傷が発生した場合，50,000km～100,000km走
行相当の回転後に 70km/h以上相当で回転することによ
り，損傷検知用防振ゴム内の圧電素子が発生する電力に
よって無線装置の送信機を駆動させ，損傷の発生を通知
できることがわかった。さらに，送信機を駆動させるに
は，損傷検知用防振ゴムに収納した圧電素子を利用した
発電モジュールから 13V～14V以上の電圧を発生させ
る必要があることがわかった。
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